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序章 本研究について 
 
1 研究の背景 
 
・格差・貧困・福祉国家について 
 本研究において，日本における格差・貧困と，日本型福祉国家との関連を考察する． 
福祉国家は政府の介入により経済格差を縮小し，貧困への対策をするという目的がある．
その目的のために，多くの先進国は福祉国家として発展してきた．日本も半世紀以上にわた
り，福祉国家としての道をたどってきた．しかし，日本において近年，時期でいえば 90年
代以降，急激に経済格差は拡大し，貧困が増加している． 
格差や貧困について論じようとする際，どういった状態を格差といい，貧困というのか，
また，どういった基準でそれを測ることができるのか，に対する共通理解が必要である．で
は，議論の前提として，格差や貧困というものをどう定義づければよいだろうか．それは論
じようとするテーマによってさまざまに変わってくるが，本論文で取り上げる「日本型福祉
国家と日本における格差・貧困との関連」というテーマと関連づけた場合に，その事柄や状
態が，どのように定義づけられるのか．本論文では，格差・貧困に関する先行研究を概観し，
本論文のテーマにそくした場合のその定義を明確にしたうえで（第 1章），日本型福祉国家
との関連を論じたい． 
格差や貧困について論じる際，それがどのようなものであるか，ということと同時に，格
差がどの程度あるのか，貧困がどのくらいの数や割合で存在するのか，を測る指標が必要に
なってくる．一般に用いられるのが，貧困の程度と量を示す相対的貧困の指標，また，経済
格差の程度を表すジニ係数と呼ばれる指標である．相対的貧困は，所得の中央値の 50％
（40％や 60％とすることもある）に満たない低所得の者を貧困とみなすものであり，相対
的貧困の者がどのくらいの割合で存在するのかを示したものが相対的貧困率である．ジニ
係数とは，完全に平等な状態を 0 とし，格差が最大に開いた状態を 1 として経済格差を数
値化したものである． 
 
・日本における格差・貧困について 
この相対的貧困率やジニ係数といった指標を用いて，日本の格差や貧困の実態を見てみ
よう．厚生労働省の国民生活基礎調査によると，日本の相対的貧困率は 1994 年 13.8％，
2003 年 14.9％，2012 年 16.1％である（平成 28 年国民生活基礎調査）．全国消費実態調査で
のジニ係数は 2004 年 0.308，2009 年 0.311，2014 年 0.359 である（平成 16年，平成 21 年，
平成 26 年全国消費実態調査）．これらの数値でもわかる通り，日本において近年，相対的貧
困が増加し経済格差が拡大している．これは，日本の福祉国家としての機能が劣化し，弱体
化して，格差を縮小できない，または貧困に対応しきれなくなったためだと一般的に言われ
ている．           
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    図 1 相対的貧困率とジニ係数の推移 
 
 しかし，「日本型福祉国家の機能が弱くなった」というだけなら，現行の福祉制度を強化
すれば格差は縮小され，貧困もカバーできるということになる．だが実際に貧困に陥ってい
る人の事例を見ると，現行の福祉制度「ゆえに」貧困に陥っているという場合がある．例え
ば，日本の代表的な社会保障制度である，国民健康保険や国民年金がある．自営業や非正規
雇用労働者，無業者は国民健康保険や国民年金に加入することになる（国民健康保険や国民
年金は強制加入の制度である）．だが，例えばアルバイトで生計を立てる単身世帯のフリー
ターは，アルバイトの給料だけで生計を立てられるギリギリの生活をしていることが多い．
そこへ年間 20万～30 万円もの国民健康保険料・国民年金保険料の支払いをしなければなら
なくなると，生活が立ち行かなくなることがある．この場合，現行の制度が強化されるとま
すます生活が困難になることになる．これは日本型福祉国家の機能が劣化したり，弱体化し
たためではなく，日本型福祉国家の機能が現在では格差や貧困対策には逆効果となってい
るからなのではないだろうか．そうだとしたら，なぜ，逆効果となっているのか．本研究は
そういった問題意識から始まった． 
 
・福祉国家類型論と日本型福祉国家の特殊性 
 福祉国家の登場とともに，福祉国家研究が広く行われてきた．イエスタ・エスピン＝アン
デルセンの福祉国家三類型と福祉レジーム論をはじめとする数々の類型論が発展し，その
類型における日本の位置について数々の研究や議論がなされ，それにともない日本型福祉
国家の特殊性が徐々に明らかとなってきた．筆者はその福祉国家類型論における日本型福
祉国家の特殊性に注目し，日本型福祉国家の固有の性質と，近年急激に増加している日本の
格差や貧困が強い関係性で結びつくのではないか，そして，日本においては，日本型福祉国
家の性質によって，特殊な格差や貧困が生じているのではないかと考えた． 
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・新しい貧困の形態 
日本型福祉国家の性質によって，格差や貧困が生じているとしても，現在から 100 年近く
前に成立し，発展してきた日本の福祉制度は，原理としては同じ形で動いているにも関わら
ず，近年になって，急激に格差が拡大し貧困が増加しているのはなぜだろうか． 
それについてはこう考える．日本型福祉国家は，従来の経済成長の持続や完全雇用など，
日本型福祉国家が前提としていた社会状況のなかで，起こり得ると想定されていた格差や
貧困には比較的うまく対応してきていた．しかし，1970 年代以降の経済成長の終焉と産業
構造，人口構造の変化にともない，また，新自由主義とグローバリゼーションの影響を受け，
福祉国家が想定していなかった，新たな貧困を生み出す状況が生じてきた．例えばグローバ
リゼーションの影響を受け，雇用が流動化したことにともなう非正規雇用労働者の増加や，
家族形態の多様化にともなう単身世帯の増加などである．そして，ワーキングプア，若年単
身貧困者などの今までになかった新しい貧困が生じてきたというわけである．日本におい
て 90年代以降，格差や貧困が急激に増加した理由は，日本の福祉国家としての機能が劣化
したり弱体化したためではなく，そういった新たな貧困の形態に福祉国家としての機能が
対応しきれなくなったためであると考える． 
 
・逆効果となっている現行の福祉制度 
 日本型福祉国家は，経済成長の持続，日本型雇用慣行，標準の家族モデルなどを前提とし
てその制度が作られ，発展してきた．しかし，産業構造の変化や，人口構造の変化，家族形
態の多様化，グローバリゼーションなどの，さまざまな変化の影響を受け，そういった日本
型福祉国の前提が崩れてきた．そして，社会状況の変化の影響で生じてきた新しい貧困に対
応することができないままである．そればかりか，ある一定の人口層，たとえば非正規雇用
労働者や若年単身世帯の人々にとって，逆効果とも思えるような福祉を提供するようにな
ってしまった．先に述べた国民健康保険料や国民年金保険料の拠出により貧困に陥ってし
まうケースがその例である．それは，日本型福祉国家が想定していなかった社会状況の中で，
今までとは別の種類の貧困リスクが生じ，その貧困リスクに対応できない租税制度，福祉制
度が，その貧困リスクを負った人々を，実際に貧困に押しやってしまう場合があるというこ
とである．それはあたかも，日本型福祉国家の機能である租税制度，福祉制度が逆に働くこ
とにより，新しいタイプの貧困を生み出しているように見える． 
 本研究では，日本型福祉国家と貧困との関連を示すとともに，実際に日本型福祉国家が逆
機能し，貧困を生み出すような事態が，どのような状況下で生じるかを検証したい． 
 
・本研究の試み 
①日本型福祉国家の性質と貧困との関連づけ 
 筆者の問題意識に関する，福祉国家，格差，貧困についての先行研究は大きく 2つに分か
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れる．1つは，福祉国家の定義や発展経緯，性質や特徴，分類に関する福祉国家研究，もう
一つは，貧困に陥っている実際の事例をベースに，貧困の状況や原因を分析する貧困研究で
ある．しかし，福祉国家研究と，貧困研究はそれぞれが体系だって行われてはいるものの，
その 2 つの研究が交差する地点，すなわち福祉国家と貧困の関連を明確に示した研究はほ
とんど行なわれていない．しかし，比較福祉国家研究によって特徴づけられる特殊な日本型
福祉国家の性質と，日本における新しい貧困の形態との関連を示すことは，貧困が国家との
関係の中でどのように生じるかという問題を考察する上で意義深いと考える．そこで，本研
究において，日本型福祉国家の性質と貧困の関連を示すことを試みた． 
 
②日本型福祉国家の制度の働きによって貧困に陥る事例の検討 
 また，先行研究では，日本型福祉国家が貧困へ対応する機能が劣化し，弱体化しているた
め，貧困が増加しているという状況に言及しているものの，産業構造の変化など，社会状況
の変化によって新たに生じた貧困リスクに対応しきれない日本型福祉国家が，従来と同じ
働きをすることによって，貧困リスクを負った人々を貧困に押しやってしまう実態に注目
したものがない．すなわち，日本型福祉国家の機能の劣化，弱体化による貧困ではなく，日
本型福祉国家の制度の働きを受けることによって，貧困に陥ってしまう事例を検証したも
のがない．それを示すことが，本研究の第 2の試みである． 
 
2 研究の目的 
 
筆者の問題意識は 2つある．1つは，日本型福祉国家の固有の性質が，近年日本において
急激に増加している新しいタイプの貧困リスクと結びつくのではないか，という問題意識
である．2 つ目は，日本型福祉国家の機能の劣化や弱体化のためではなく，租税制度，福祉
制度など日本型福祉国家の機能が逆の働きをすることによって，逆に貧困に陥っている場
合があるが，それはどのような状況下で起こり得るのか，という疑問である．これらの問題
意識から，本研究においては，研究の目的を次の 2段階に設定する． 
 
目的① 日本型福祉国家の性質と，新しいタイプの貧困との関連を示す． 
目的② 日本型福祉国家の機能が逆の働きをすることによって貧困に陥る場合の状況を示             
    す 
 
・研究の意義 
目的①の「日本型福祉国家の性質と，新しいタイプの貧困との関連を示す」ことは，次の
ような役割を持つ．すなわち，筆者の問題意識に関する先行研究は，福祉国家の定義や発展
経緯，性質や特徴，それに従う分類などを示す福祉国家研究と，実際の貧困事例をベースに，
貧困の状況や原因を分析する貧困研究に大別される．しかし，その 2つの研究を結びつける
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研究が必要である．なぜなら，比較福祉国家研究によって特徴づけられる特殊な日本型福祉
国家の性質と，日本における新しい貧困の形態との関連を示すことは，貧困が国家との関係
の中でどのように生じるかという問題を考察する上で意義深いと考えると考えられるから
である．本研究の目的①は，現在別々に行なわれている福祉国家研究と貧困研究とを結びつ
けるという役割を持つ． 
目的②の，「日本型福祉国家の機能が逆の働きをすることによって貧困に陥る場合の状況
を示す」ことは，次のような役割を持つ．すなわち，現在行われている研究においては，日
本型福祉国家の機能が劣化し，弱体化しているため，国家が貧困に対応しきれずに貧困が存
在し，放置される，とされている．だが，実際は，日本型福祉国家の機能はそのままである
が，社会状況の変化にともない生じた新たな貧困リスクに対応することができずに，貧困を
縮小できない，または限られた場面では拡大することもあるのではないだろうか．例えば低
所得者に対する国民健康保険料や国民年金保険料の強制徴収により，生活が困難になると
いうケースがある．貧困が日本型福祉国家の劣化や弱体化のためであるとすると，今後，政
治や世論の動きが，現行の福祉制度や社会保障制度をそのまま強化することによって，貧困
に対応しようとすることになりかねない．そうすると現在，制度が逆効果となっている場面
で貧困に陥っている人の生活はますます苦しくなる恐れがある．そこで，今後の福祉国家研
究や貧困研究においては，「日本型福祉国家の機能によって逆に貧困に陥る場合」があるこ
と，また，それがどのような状況下で起こり得るかということを示す必要が出てくる．本研
究の目的②はそれに焦点を当て，強調する役割がある． 
 
3 研究方法 
 
①「日本型福祉国家の性質と，新しいタイプの貧困との関連を示す」ために，次に述べる
手順で研究を行った． 
 
・国際比較データによる日本型福祉国家の性質の再分析 
福祉国家類型の中の日本型福祉国家の位置，またその位置づけがどう移り変わってきた
かを示すことと，日本で福祉が発展した経緯から見える特徴を再確認するとともに，福祉国
家の規模や性質を表す数値を他の先進福祉国家と比較することで，日本型福祉国家の特徴
を調査した．例えば，OECD のデータを用い，社会支出の対 GDP 比が他の OECD 諸国と比較し
て多いグループまたは少ないグループに属するか，社会支出の内訳はどうか，などを分析し
た．それらの分析によって明らかとなる日本型福祉国家の特徴を，日本型福祉国家の性質と
して設定した． 
 
・非正規雇用労働者や若年単身世帯の人びとの事例をもとにした貧困の生まれる過程・原因
の分析 
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次に，先行研究の中で取り上げられる貧困事例，特に非正規雇用労働者と単身世帯の貧困
事例を調査し，格差・貧困の生まれる過程・原因を分析した．その中で，現行の租税制度や
福祉制度，すなわち日本型福祉国家の機能が逆効果になることによって，貧困に陥っている
事例に注目した．ここで，非正規雇用労働者と若年単身世帯に特に注目する理由は，こうい
った人々は，日本型福祉国家が前提とした社会から，産業構造や家族形態の変化によって移
り変わった新たな社会構造のあり方をよく映し出していると考えられるからである．つま
り，非正規雇用労働者や若年単身世帯の人びとの陥っている貧困は，社会状況の変化によっ
て生じた新しいタイプの貧困であると考えられる． 
 
・日本型福祉国家の性質と新しいタイプの貧困との関連を示す 
そして，日本型福祉国家の性質と新しいタイプの貧困の生まれる原因とを関連づけた．具
体的には，日本型福祉国家の性質によってつくられ，発展してきた租税制度や福祉制度が，
現在では社会状況が変化したために生じた，新しいタイプの貧困に対応することにおいて
逆効果になっている事例を取り上げ，いくつかの組み合わせのパターンから，日本型福祉国
家の性質と新しいタイプの貧困との関連を示した． 
 
②「日本型福祉国家の機能が逆の働きをすることによって貧困に陥る場合の状況を示         
す」ために，次の研究を行った． 
 
・貧困率の分析 
主に社会保険料の負担により就業者の相対的貧困率が上昇することを示した駒村康平ら
の分析データを取り上げ，その整理をするとともに，実際にどのくらいの数の人びとが社会
保険料の負担によって（相対的貧困でない状態から）相対的貧困に陥っているかを概算した．
同時に，現行の社会保険料（国民健康保険料，国民年金保険料）の算出方法から逆算し，当
初所得がどのくらいの人びとが，社会保険料の負担によって可処分所得が相対的貧困線以
下になるかを概算した．また，その収入帯の世帯や人々がどのくらいの割合もしくは人数に
のぼるか求めた．以上の分析によって，実際に日本型福祉国家が貧困を生み出す場合がある
という実態，そしてその程度を示した． 
 
・貧困者の事例から，日本型福祉国家の機能が逆の働きをすることによって貧困に陥る場合
の状況を示す 
現行の租税制度や社会保障制度によって，貧困に陥る場合の状況を具体的に示した．特に
現行の社会保障制度が，非正規雇用労働者や若年単身世帯の人々の生活を困窮させている
事例を具体的に示し，日本型福祉国家の機能が逆の働きをすることによって貧困に陥る場
合の状況がどのようなものであるかを確認した． 
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4 論文の構成 
 
1 章から 3章では，先行研究のまとめを行う．まず 1章では，本研究で取り扱う，格差・
貧困という概念の検討を行う．2章では，福祉国家について，また，福祉国家類型論による
福祉国家の分類の整理を行う．3章では，福祉国家類型論と，日本の福祉国家発展の経緯よ
り，日本型福祉国家の性質を明らかにする．また，税，社会保障制度上の問題点を整理する．
その後，4 章において先行研究の問題点や不足点を挙げ，筆者の問題意識と，本研究で明ら
かにしたいことを明確にする． 
5 章，6 章では実際に行った研究方法とその経過，得られた結果を記述する．使用した資
料やデータ，分析の方法と考え方を紹介し，どのような結論が導き出されるかを説明する． 
7 章では結論として，研究のまとめを行い，今後の課題を提示する．本研究で不十分であ
った箇所，また，解明したがゆえに新たに出てきた疑問などを今後の課題として整理する． 
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第 1 章 先行研究① 本研究で取り扱う概念の検討――格差・貧困 
 
1-1 格差について 
 
・格差と貧困の概念的区別の必要性 
 一般的に，所得格差が拡大すると，貧困率が上昇するように，格差と貧困は相互に関連し
た概念である．しかし，格差と貧困は基本的には別のものである（山上 2010）．格差と貧困
のそれぞれを概念的に区別しない場合，社会政策形成にネガティブな影響を及ぼす原因の
一つとなることがある（志賀 2017）． 
例えば，それは日本の公的扶助制度である生活保護制度における，生活扶助基準の算定方
法にみることができる．生活保護制度は貧困対策として形成された制度であるから，何をも
って貧困であると判断するのかという理論に依拠していなければ，その機能を十分に果た
すことはできない．しかし，生活保護制度が貧困対策として最低生活を保障すべきものであ
るにもかかわらず，最低生活を構想し，これを基準として具体化する際必要な，格差と貧困
の概念的区別が現在消失している．決定的なのは，1965 年にそれまでのエンゲル方式から
格差縮小方式に算定方法が変遷した際に，貧困の判断の理論が放棄され，格差の議論にすり
替えられてしまったことである．反貧困の社会政策や既存の制度の妥当性を論じる際には，
格差と貧困の概念的整理が求められる（志賀 2017）． 
 格差という言葉と貧困との違いをはっきりさせ，格差とは別に貧困について論じる必要
性について，岩田正美は次のように述べている． 
 格差とは，高所得の人と低所得の人がいる，というような「ある状態」を示す記述的な言
葉である．よって格差は，それを問題にすることもできるが，「格差があってどこが悪い」
という開き直りも可能である．あるいは，格差を問題にする場合も，どのような格差が問題
か，という問いを別に立てる必要がある．これに対して貧困は，「社会にとって容認できな
い」という価値判断を含む言葉である．また，貧困が発見されることによって，その状態を
改善すべきだという社会にとっての責務が生じる．19 世紀までのスラムの貧困にせよ，20
世紀のワーキングプアの発見にせよ，貧困を語ることはこのような価値判断と責務によっ
て特徴づけられるのである（岩田 2007）． 
 
・格差と不平等 
所得格差は，所得のばらつき，貧困率の上昇ということだけでなく，富の集中という概念
によっても表される．富の集中については，フランスの経済学者トマ・ピケティが 2013 年
に著した，『21 世紀の資本』の中で先進国の所得・資産の格差とともに分析している．ピケ
ティの主張によれば，所得と資産（富）の集中度は，第一次世界大戦前が最大になり，その
後，福祉国家全盛の 1970 年代までは低下したが，80 年代以降再び上昇傾向にある（駒村
2015，Piketty 2013）． 
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 ピケティの『21 世紀の資本』は，先進諸国内だけでなく国際的に富の格差が拡大してい
ることについて徹底的に記述したものであるが，これは貧困の議論とは若干の距離がある．
格差の記述は社会的現実の記述であるため，記述の対象が貧困概念の記述とそもそも異な
るのである．格差について記述するということは社会的な価値判断を含んでいないが，格差
の事実を超えて不平等について記述するということは，それが「容認できない格差」である
という「社会的な価値判断」を前提としているといえる．現在，様々な側面の格差が問題視
されているが，それは，それらについて容認できない（不平等である）と社会が判断してい
るということである．貧困の議論を射程に入れようとする時，最低限度保障すべき平等がど
のような側面の平等なのか，という最低限度の平等化の議論と，格差と平等の理論的整理が
必要である．貧困は格差と不平等の議論を通過してのみ，矛盾なく理論的整理が可能となる
（志賀 2017）． 
 
1-2 貧困とは何か 
 
・貧困の境界設定の問題 
 貧困は格差とは違い「その状態を改善すべき」社会的な価値判断を含むものである．それ
により貧困というだけで「あってはならない」という価値判断がとられがちであるが，どの
ような貧困もあってはならないのか，相対的貧困も絶対的貧困も同じように，同じ程度の貧
困と考えてよいのか，という疑問が生じる．また，どこからが「貧困」でどこからが「貧困
でない」のか，という問題もある．岩田は，貧困の把握に際する大きな難問として，貧困と
貧困ではない状態を分かつ境界の設定の問題を挙げ，それについてこう述べている． 
 貧困の境界設定の問題は，言い換えれば，社会が責任を持って解決すべき状態と，個人や
家族に委ねておけばよい状態との境界設定をどうするか，という基本問題である．この公の
責任と私の責任の境界設定については長く論争がなされてきた（岩田 2007）． 
 現代では，ラウントリーの主張した生存の費用（Rowntree 1922＝1959）に加え，タウン
ゼントの社会のメンバーとして生きるための最低限の費用が貧困の境界となる，という考
え方（Townsend 1970＝1974）が一般的となり，生存の費用によるものが絶対的貧困の境界，
社会のメンバーとして生きるための費用によるものが相対的貧困の境界と考えられるよう
になった．OECD が利用している境界値（相対所得貧困基準/50％水準）も国際比較でよく用
いられており，最近では日本でもかなり知られるようになってきた（岩田 2007）． 
 
・絶対的貧困と相対的貧困 
 貧困には，絶対的貧困と相対的貧困という 2つの捉え方がある．絶対的貧困とは，食料，
衣料等，人々が生活するために必要なものが欠けている状態を示す概念である．所得格差が
大きい場合でも，最も低所得の世帯の収入が十分に生活可能な水準ならば絶対的貧困は存
在しないことになる．所得格差が存在しない場合でも，すべての世帯で収入が十分に生活可
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能な水準を下回る場合には，全世帯が絶対的貧困状態にあることになる．相対的貧困とは，
人として社会に認められる最低限の生活水準は，その社会における通常の生活水準からそ
れほど離れていないことが必要であることから，それ以下の生活水準を貧困と定義したも
のである．現在，先進諸国においては，絶対的貧困は撲滅されたという前提の下で相対的貧
困が議論されており，貧困線は，通常，OECD 基準の「世帯の可処分所得の中央値の 50％以
下」とされる（山上 2010）． 
 相対的貧困と絶対的貧困については，日本でも，生活保護基準がエンゲル方式（理論生活
費方式）を経て，一般世帯の消費水準との均衡を目安とする改訂方法へ変化していったこと
にも見られるように，貧困は「絶対的」であるよりも「相対的」であるという考え方が浸透
していった．しかし，相対比較によって貧困を算定する場合，大きな問題がある．ある社会
の所得水準が全体として落ちていくと，より多くの人々が飢餓状態に陥っていても，所得中
央値の 50％以下の人口には変化がない．つまり貧困率は一定である．言い換えると，相対
基準においては，最低生活のリアリティがかならずしも反映されない場合があることにな
る．このような文脈の中，1990 年代以降，再び（絶対的貧困基準による）最低生活費の算定
が注目されるようになった（岩田・岩永 2012）． 
  
・貧困概念の変化 
 1980 年代以降の貧困問題は，「新しい貧困（new poverty）」と呼ばれることがある．岩田
は，この「新しい貧困」について，1980 年代以前の貧困とは相当程度，様相の異なるもので
あることを指摘し，従来の労働者家族や高齢者の貧困だけでなく，若年単身者の長期失業，
非正規雇用に従事することによる生活の不安定性を含むものであると論じている（岩田
2007）．したがって，貧困をめぐる議論の中では，「新しい貧困」を説明するための新たな概
念が必要となってきた．「新しい貧困」は相対的剥奪概念によって説明できる範囲を超え，
「社会的排除」という新たな説明概念を提示した．このようにして貧困は，社会的排除とい
う概念になって定義され，説明されるべきものへと変化した（志賀 2017）． 
 相対的剥奪概念による貧困理論の意義は，社会参加概念を貧困概念に導入し，貧困を説明
する点にあるが，1980 年代以降の貧困理論における社会参加概念はその意味内容が変わっ
てきている．それは「自己決定型社会参加」と表現されるものである．現代の先進資本主義
諸国における個人は，自己決定を迫られているのであるが，自己決定できない場合，自分の
居場所を確保できず，社会的に排除されていく可能性が大きくなっている．新しい貧困理論
はこの社会的排除概念を基本的な軸としているのである（志賀 2017）． 
 
・新しい貧困 
近年，日本において，ホームレスや生活保護，シングル・マザーの問題を含め，ワーキン
グプアや非正規雇用，フリーター，日雇い派遣，ネットカフェ難民，若者の貧困化など一連
の新しい貧困問題が顕在化している．こういった新しい貧困問題は，古典的な貧困問題の様
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相を呈しながらも，グローバリゼーションと新自由主義レジームによってもたらされた「新
しい社会的リスク（new social risk）」というべきである．（新田 2009）．  
 一般に，本格的な新自由主義改革であった小泉構造改革の弊害として格差や貧困の問題
が深刻化したと指摘されるが，それは小泉構造改革により「日本型福祉レジーム」の脆弱さ
が深刻なほど露呈したためであるととらえ直すことができる．その結果，ワーキングプアな
どの新しい貧困問題が深刻化したといえる（新田 2009）． 
 
・新自由主義とワーキングプア 
 小泉構造改革において進められた，規制緩和・民営化・歳出削減という新自由主義の 3本
柱の中で，最も重要と思われるのは，労働者派遣事業に関する規制緩和である．これにより，
労働コストの削減が実現するとともに，非正規雇用という雇用形態の増加を招いた．非正規
雇用者の増加は，雇用と所得の不安定化を招き，生活保護基準以下の所得に相当する年収
200 万円以下のワーキングプアが 1000 万人を超えた．新自由主義は，基本的に，企業活動
に対する規制緩和を進め，自由な企業活動が国富をもたらすという前提に立つが，結局のと
ころ，「勝者総取り」に行き着き，反対に多数の「敗者」を生み出し，その多くがワーキン
グプアとして現れたのである（新田 2009）． 
 
・本論文における貧困基準 
 以上のように，貧困かそうでないかの境界値として，OECD が利用しているような相対所
得貧困基準は，最低限の生存費用や，社会のメンバーとして生きるための最低限の生活費用
の理論をもとにしているわけではないので，その境界値に満たないから貧困，境界値を超え
ているから貧困ではない，とはいえない．ただし国際比較をする際や，収入のみで大まかな
貧困率を測定しなければならない時などには有効に利用できる．だが，あくまで，本質的な
貧困議論をしようとするときには相対所得貧困基準は目安であるということを留意しなけ
ればならない． 
 したがって，本論文において筆者は，OECD の利用する相対所得貧困基準を，国際比較や
貧困率の分析をする際には，有効に利用するとともに，個別の事例を分析するに際しては，
社会的排除という概念をもとにした相対的貧困という見方を利用する．すなわち，所得が相
対所得貧困基準を下回るかどうかよりも，その所得が実際に社会のメンバーとして生きる
ための最低限の生活費用に足りているかを見る，という立場をとる． 
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第 2 章 福祉国家と福祉国家類型論 
 
2-1 比較福祉国家研究 
 
・比較福祉国家研究について 
 福祉国家の国際比較研究をすることには，さまざまな目的，意義がある．例えば，岡沢憲
芙は，比較分析の利点は，他の国に関する情報を収集して，知識・認識を高めると同時に，
その作業を通じて，「自国のシステム」に関する知識・情報の濃度を高めることである，と
述べる（岡沢ほか 1997）．筆者は特に，比較福祉国家研究のもつ，自国のシステムの特徴や
位置づけを明確にする役割を重要だと考える． 
 福祉国家の比較研究において盛んに行われてきたのが，福祉国家を様々な指標によって
類型化する福祉国家類型論である．その類型論は，エスピン＝アンデルセンに代表される福
祉レジーム論によって活性化した．だが，宮本太郎は「エスピン＝アンデルセンの福祉レジ
ーム論に対して，今日までにいくつかの新しい問題提起がなされ，そこからは，この枠組み
をより深め，発展させていく展望も現れている．それは同時に，福祉レジーム論における日
本の位置づけについて思いをめぐらさざるを得ない我々にとって，多くの示唆を含む問題
提起でもある」と述べ，日本の位置づけを考察するために，福祉国家類型論をより発展させ
る必要性を強調した（宮本 2003; 11-12）． 
 福祉レジーム論やその発展形である他の類型論における，日本の位置づけを示すことに
よって，日本型福祉国家の特徴が浮き彫りになるだろう．そのため，福祉国家類型論がどの
ように発展し新しい類型が生まれたのか，詳しく見ていく必要がある． 
 
・福祉国家の起源 
 武川正吾によれば，福祉国家の起源は，一般に，第二次世界大戦後と考えられている．そ
れは，「権力国家」や「戦争国家」（warfare state）に対比される「福祉国家」（welfare state）
という言葉が戦後再建の国家目標として第二次大戦中に生まれたという事情や，ベヴァリ
ッジやラロックに代表される社会保障制度の大改革が第二次大戦直後の各国で行われたと
いう事情と関係している．これに対して，福祉国家の起源は両大戦間期だとする説も有力で
ある．第二次大戦後の社会保障制度の改革は，すでに戦間期に創設されていた制度を体系化
したに過ぎない，というのがこの説の根拠となっている．さらにビクトリア朝起源説という
ものもある．自由放任時代と考えられている 19世紀後半のイギリスにおいては，すでに中
央集権的な国家権力を通じた数々の社会改革が行われるようになっており，ここに 20世紀
後半の福祉国家の起源があるというわけである． 
 これら 3 つの説はどれが正しいというよりは，福祉国家のどの側面に着目するかによっ
て，それぞれの違いが出てきていると考えるべきであろう．福祉国家の中央集権的な国家権
力という特徴に着目するなら，その起源は 19 世紀後半と見られる．広範な社会政策という
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側面からは戦間期，完全雇用政策に着目するならばその起源は第二次世界大戦後であった，
ということができる（武川 1997）． 
 
・定義と類型論 
エスピン＝アンデルセンによると，福祉国家に関するさまざまな議論が生まれているが，
説明されるべき現象，すなわち「福祉国家とは何か」ということについての共通の理解がな
いことには，議論の妥当性を検証することができない．つまり比較福祉国家研究は，福祉国
家の概念化の問題からスタートする．アンデルセンは福祉国家の定義の一つとして，「国家
活動のあり方が，諸世帯の福祉ニードに応えることに向けられている」ことを挙げている
（Esping=Andersen 1990＝2001）． 
福祉国家の定義について，加藤雅俊は，福祉国家とは「国家が経済過程に介入し，経済成
長と雇用を実現し，公共政策による再分配を通じて，市民に社会的保護を提供することによ
り統合を図る政治的メカニズム」であるとする．そして，この定義が示唆するように，国家
は目標達成のための複数の政策選択肢を保持するため，狭義の社会政策だけでなく，広義の
経済・社会政策など公共政策一般のあり方に注目することが，福祉国家の特徴を捉えるため
に必要であると述べる（加藤 2009; 349）． 
アンデルセンは，福祉国家の特徴をとらえるためには，研究者はいやがおうにも福祉国家
の内容の検討に向かうことになる，と述べ，福祉国家を単純にひとつの指標に沿ってランク
付けするという方法は困難であるという考えのもとに，選別的なプログラムと普遍的なプ
ログラムの差や，雇用や労働が国家の市民権にどの程度まで包括されているかという問題
を検討するために，福祉国家を異なった類型に分けた上で比較するということを基本的な
考え方とした（Esping=Andersen 1990＝2001）． 
アンデルセンの福祉国家三類型および福祉国家レジーム論は，比較福祉国家研究におい
て最も言及される研究の一つである．彼は，福祉国家の特徴をとらえる，すなわち福祉国家
の質的差異を把握するため，現代資本主義社会において福祉生産が国家・市場・家族という
三者の間でどのように分配されているかに注目し，福祉国家「レジーム」という用語を採用
した．権力資源動員論を批判的に発展させ，労働者階級の動員，階級政治的な同盟のあり方，
レジームの制度化，といった歴史的要因により，質的に異なる三つの福祉国家レジームが作
られたとする．その三つのレジームが，自由主義レジーム，保守主義レジーム，社会民主主
義レジームである（加藤 2009）． 
 
2-2 福祉レジーム論とその課題 
 
・エスピン・アンデルセンの福祉レジーム論 
 宮本の説明によれば，エスピン・アンデルセンの福祉レジーム論は，福祉国家のシステム
を福祉レジームとして捉えた上で，福祉国家形成にかかわる政治的イニシアティブ，すなわ
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ち市場，国家，家族のいずれが制度形成の基盤として重視されるか，ということからからそ
の制度的相違を説明する．この相違を説明するスケールとして，脱商品化指標と階層化指標
(後に脱家族化指標が加わる)を用いている．（宮本 2003）脱商品化指標は福祉国家形成にお
ける市場の重要度のあり方，階層化指標は国家の重要度，脱家族化指標は家族の重要度のあ
り方をそれぞれ示している．そして，それらの指標を用い，福祉国家を自由主義レジーム，
（アメリカ，イギリスなどのアングロサクソン諸国）保守主義レジーム（ドイツ，フランス
などの西欧諸国），社会民主主義レジーム（スウェーデンなどの北欧諸国）の 3つに分類し
た．自由主義レジームでは，脱商品化指標が低く，階層化指標については高位で，市場セク
ターの役割が大きい．保守主義レジームでは，脱商品化指標が中位，階層化に関しては高位
で（職域ごとの社会保険原理が強いため），カトリック的な補完性原理ともあいまって，家
族の役割を重視する．社会民主主義レジームでは，脱商品化が進む一方，階層化は低位で，
政府セクターの役割が大きい（Esping=Andersen 1990＝2001）． 
 
    類型 
指標 
自由主義レジーム 
(アメリカ,イギリス) 
保守主義レジーム 
(ドイツ,フランス) 
社会民主主義レジーム 
(スウェーデン) 
脱商品化 低 中 高 
階層化 高 高 低 
脱家族化 中 低 高 
図 2-1 アンデルセンの福祉レジーム類型 
 
 また，アンデルセンは，福祉レジームはそれぞれ独自の「雇用レジーム」に対応している
と述べ，両者の関係について分析している．そして福祉レジームのあり方によって，いかに
各国の労働市場政策の幅が決定されるかについて分析を加えている．たとえば，社会民主主
義レジームでは，福祉国家が自ら雇用主となり，介護や育児などの公的サービスに雇用を吸
収する．保守主義レジームでは，早期退職を可能にする福祉制度が労働市場から人を引き揚
げることで，失業の顕在化を防ごうとした．これに対して自由主義レジームでは，低賃金の
不安定就業層からなるサービス労働市場が拡大した．このように福祉レジームは，雇用や生
産にかかわるその他の政策，制度レジームと相互に支え合っている．（Esping=Andersen 
1999＝2001，宮本 2003）． 
 
・福祉レジーム論の課題 
 アンデルセンの福祉レジーム論は，ある共通の段階における福祉国家の質的な多様性と
いう論点を明確にし，国家・市場・家族における福祉生産の分配のあり方の差異という福祉
国家の質的な差異を，「脱商品化」，「階層化」，「脱家族化」という指標を用いて把握すると
いう分析枠組みを提示した点で重要である（加藤 2009）．しかし，福祉レジーム論には様々
な批判が提示されている． 
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 その批判とは第 1に，脱商品化や階層化に基づく類型化は，福祉国家の特徴を把握する上
では十分とはいえないこと，第二に，とりわけ近年の福祉国家の変化のダイナミズムをとら
える上では，新たな分析視角が必要になるということである．これらの批判は，福祉国家の
定義に戻った上で，変化のダイナミズムを射程に収めた，ある共通の段階における多様性を
把握するために，新たな分析枠組みが必要になることを示唆している．福祉国家の近年の変
化を把握するための，福祉レジームとは異なる視角の必要性や，第 4のレジームの存在など
が指摘されている．（加藤 2009）． 
 
2-3 福祉レジーム論の展開 
 
・南欧モデルの提示 
 ボノーリは，社会支出の量と質に注目し，「どれだけ多く」という社会支出の大小だけで
なく，「どのように」すなわち一般財政と社会保険拠出がどのような割合で支出されている
かという点から，四つのレジームに類型化した．そして，南欧モデルを「支出が少なく，社
会保険拠出への依存が高い」特徴を持つものとして提示した（加藤 2009）． 
 彼は，各福祉国家は社会福祉の支出のレベルにしたがって分類されてきたが、このアプロ
ーチは、もっぱら支出のレベルのみに注目することにより、福祉供給の他の側面（財源確保
や供給の方法に差異が存在すること）を無視している，と指摘した．また，アンデルセンの
脱商品化アプローチについても，異なる社会保障をもとにした福祉国家同士を十分に区別
できていない，と指摘し，家族福祉が重要な供給者として構成されている南欧の福祉国家を
第 4の類型として提示した． 
 ボノーリが提示する福祉国家四類型は，ヨーロッパ福祉国家を，供給する福祉の量と，ベ
ヴァリッジ型とビスマルク型のどちらに立っているか，にしたがって分類したものである．
それぞれを縦軸と横軸に使い 4 つの象限に分け，それにもとづき福祉国家の 4 つの理念型
が特定される．左下の象限の，ベヴァリッジ型で低支出型のシステムは，普遍的な給付をす
るが，保護の水準は低く，より厳しいミーンズテスト付きの給付を行う，ダイアグラムの右
側には，ビスマルク型の福祉国家が見られる．フランスやドイツなどの高支出型は，右上の
象限に集まっており，ギリシャやスペインなどの低支出型は右下の象限に集まっている．そ
して，ビスマルク型で社会支出の規模が小さい南欧諸国を福祉国家の第 4 の類型とした
（Bonoli 1997）． 
 
  スウェーデン，フィンランド 
高支出 
    フランス，ドイツ 
ベヴァリッジ型 
    イギリス，アイルランド 
           ビスマルク型 
低支出  ギリシャ，スペイン 
図 2-2 ボノーリの福祉国家 4 類型 
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・生産レジームという議論 
 福祉レジーム論はもともと福祉国家をシステムとして広義に捉えようとするアプローチ
であり，それ自体として，福祉国家をめぐる代替構造や，福祉レジームと雇用レジームの関
連という問題を含んでいた．だが，福祉レジームの制度的特質は，資本主義体制の多様なあ
り方，たとえば日本における企業間関係などとの関連でこそ十分に説明できる．福祉レジー
ム論との対応関係を意識しつつ，雇用レジームを超えた問題の広がりを，資本主義のバリエ
ーションという観点から捉えようとしたのがソスキスらの生産レジーム論である（宮本
2003）． 
 ソスキスらは，経済の資本主義の多様性を生産レジームと呼び，主要な資本主義の多様性
のあり方として，「コーディネートされた市場経済（CMEs）」と「自由な市場経済（LMSs） 
」の 2種を大別した．コーディネートされた市場経済は，制度的枠組みが企業間および企業
と従業員間のコーディネーションの多くを市場の外で可能にする市場経済であり，自由な
市場経済は，制度的枠組みがより規制緩和された市場主導型の公正対等な環境をつくる市
場経済である．そして，コーディネートされた市場経済のなかでも，産業ベースのコーディ
ネートされた市場経済を特徴とするドイツと，集団ベースのコーディネートされた市場経
済である日本を分類した．その分類における日本の市場経済の特徴は，「高品質の差別化さ
れた製品の大量生産」であるとし，ドイツの製品範囲を特化した生産と区別した．そしてそ
の生産レジームと福祉レジームとの関係を分析している．福祉国家の定義は，雇用保護と失
業保護の程度によって単純化される．その定義において日本は，雇用保護はきわめて高く，
失業保護が低いという特徴があるとした（Soskice et el. 2001＝2007）． 
       
      雇用保護 
     低     高 
失業保護 
 
高 
 
・自由な市場経済 
 
・集団ベース 
例：デンマーク 
・コーディネートされた
市場経済 
・産業ベース 
例：ドイツ 
低 
・自由な市場経済 
 
・産業ベース 
例：アメリカ 
・コーディネートされた
市場経済 
・集団ベース 
例：日本 
     図 2-3 ソスキスらの生産レジーム類型 
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第 3 章 日本型福祉国家について 
 
3-1 福祉国家類型論から見える日本型福祉国家の特徴 
  
・福祉国家類型論における日本の位置づけ 
 アンデルセンは，福祉国家を自由主義型レジーム，保守主義型レジーム，社会民主主義型
レジームの 3 つに分類した上で，日本型福祉国家について，自由主義レジームの要求を併せ
持った保守主義レジームという位置づけを示している．日本は，社会保障制度の階層性や家
族の役割では保守主義レジームの性格が濃厚であるのに対して，給付の水準や再分配効果
などでは自由主義レジームの性格も窺えるからである（Esping=Andersen 1990＝2001）．し
かし，宮本は，「日本のこのような位置づけは，ミスリーディングなものではないにせよ，
依然としてある種の『座りの悪さ』がつきまとう（宮本 2003; 17）」，と述べ，その理由を
次のように説明する． 
 
  福祉レジームとは市場や家族が政府を代替することを前提とした考え方であり，こう
した要因の存在そのものは特別なことではない．しかし，保守主義的な代替構造である家
族主義と自由主義的な代替構造である企業福祉が補強しあいながら強固に併在している，
というかたちは欧米福祉国家には見られない．さらに日本には，前項でも触れたように，
雇用レジームが部分的に福祉レジームそのものに代替しているという特徴もある．こう
した点は，急速な経済拡大のなかで生みだされたリスクに対して，公的な制度形成をまた
ずに，家族や雇用関係など所与の制度資源を動員し，その枠内で対応せざるをえなかった
という点で，後発福祉国家固有の傾向を表している（宮本 2003; 17）． 
 
宮本の見解から読み取れる日本型福祉国家の特徴は，家族主義，企業福祉が強固に存在し，
福祉国家の代替機能となっていること，急激な経済拡大の中で発展してきた後発福祉国家
であるというものである． 
 
・後発福祉国家という議論 
ここでいう後発福祉国家とは，福祉国家の分類を，「福祉先進国」，「福祉後発国」といっ
た発展の時期によって分類する J・カザ・グレゴリーやハロルド・L・ウイレンスキーなど
の議論によるものである（Kasza 2006＝2014，Wilensky 1975＝1984）．カザは，「福祉早発
国（Welfare leader）とは，ある特定の福祉政策を，ほとんどの国々がそれを導入した段階
で示していたよりも，低い経済発展の水準で導入した国を指す．福祉後発国（Welfare 
laggard）とは，ある福祉政策を，ほとんどの国々がその政策を導入したときに示していた
経済発展の水準よりも，高い水準になって導入した国を指す」という基準を設定した（Kasza 
2006＝2014）． 
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武川も，福祉政策の導入時期の違いによって，日本の社会保障の重要な特徴が形作られた
ことを指摘する．武川は，日本と欧州諸国について，社会保障制度の成長が開始された時期
は，西欧諸国の場合 1950 年前後であるが，日本の場合は 1970 年代が西欧諸国の 1950 年前
後に当たっているとし，こうした社会保障給付費の急増の開始時期の違いが，その後の日本
の社会保障のあり方に対して大きな影響を及ぼしたと述べる．なぜなら，西欧諸国で福祉国
家が成長した時代は世界的に高成長の時代で，西欧諸国はこうした経済的順境のなかで，社
会支出を飛躍的に拡大させた．それに対し，日本の場合は，世界的に低成長の時代に社会保
障制度を確立しなければならなかったため，社会支出の急増と同時に抑制政策が開始され，
社会支出が西欧諸国の水準にまで到達することがなかったからだ（武川 2012）． 
 
・ジェンダー視点の議論 
福祉国家類型論の中の日本の位置付けについては，ジェンダー視点からの意見もある．大
沢は，ジェンダーの視点により，日本の生活保障システムを，複数類型の折衷としてではな
く，典型に据えることができると述べ，日本を典型とするべく，「男性稼ぎ主」型，「両立支
援」型，「市場志向」型の類型を設定し，日本は男性稼ぎ主型に当てはまるとした（大沢 2007）． 
 
 
  生活保障システム         
類型 
特徴 
男性稼ぎ主型 
（大陸ヨーロッパ諸国
と日本） 
両立支援型 
（北欧諸国:スウェー
デンなど） 
市場志向型 
（アメリカ，イギリ ス 
など） 
労働市場の規制 規制される 規制される 最小限 
社会サービス 例外的 制度化されている 企業福祉のみ 
非営利組織の規模 小さい 活発 中位 
図 3-1 生活保障システムの三類型 
 
 
「男性稼ぎ主」型というのは，大企業に勤める正社員の夫と専業主婦の妻，子どもからなる
家族をモデル家族とし，そのモデル家族を前提・対象とした福祉を行う福祉国家の類型であ
るとみることができる．武川は，男性稼ぎ主モデルにおいては，ケアが家族内のアンペイド
ワークによって担われたため，保育や介護など社会保障における福祉サービスの必要が減
じたことを指摘する（武川 2012）．つまり家族福祉が福祉国家のサービス部門の機能を代替
するということである． 
 このように，福祉国家類型論の変遷から見えてくる日本型福祉国家の特徴は，①強固な企
業福祉と家族福祉が福祉国家の代替機能として存在する．②急激な経済拡大の中で開始し，
世界的な低成長の中で確立した後発福祉国家である．③「男性稼ぎ主」型の福祉国家として
典型に置かれるものである．ということがわかる．この中で特に注目すべきことは，急激な
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経済拡大の中で発展した日本型福祉国家は，福祉の機能を公的な制度ではなく家族福祉と
企業福祉に依存せざるをえなかった，という実態である． 
 
3-2 日本型福祉国家の発展経緯 
 
・日本の社会保障制度の歴史 
 日本の社会保障制度はすでに半世紀以上の歴史を持っている．1922 年に労働者を対象と
した健康保険法が交付され，同じく労働者を対象とした厚生年金法が 1941 年に公布された．
さらに国民全体を対象とした社会保障制度としての年金と医療が確立したのが 1961 年であ
った（武川 2012）． 
 
・福祉元年の制度改革と石油危機による福祉見直し 
 新川のまとめによると，日本は 1960 年代には福祉後進国と呼ばれるほど公的福祉の整備
に立ち後れていたが，1973 年には「福祉元年」と呼ばれたように，様々な改革が行われた．
例えば，年金給付の大幅改善，医療保険における高額療養費支給制度導入，被用者保険にお
ける被扶養者給付率のアップ，老人医療無料化の実施などである．その結果，社会保障支出
の対国民総生産比は，1965 年 5.5％，1972 年 5.85％であったのが，1975 年には一挙に 8.7％
に達した． 
 このような中，1973 年に石油危機が起こって世界経済が停滞期に入り，日本も 1974 年の
マイナス成長を契機に高度成長が終焉し，経済の先行き不安のなかで，公的福祉拡充は否定
的に評価されるようになった．日本の福祉国家化に危機感を抱いた保守勢力は，福祉国家を
「先進国病」として批判し，福祉見直し，日本型福祉社会を提唱するようになる．日本型福
祉社会とは，個人の自助努力や家庭・近隣・地域社会等の連帯を基礎に，効率のよい政府が
適正な公的福祉を提供するという，日本型の福祉体制である． 
さらに日本は 1970 年代後半，内需拡大のため公共事業費を拡大していくが，低成長下で
の公共事業費の拡大と制度改革に伴う社会保障支出の伸びは，財政赤字を膨張させ，1970 年
代末には政府の公債依存度が 40％にも及ぶ事態となった．こうした財政危機に対して，増
税とともに福祉見直しが財政再建の手段として大きくクローズ・アップされるようになっ
た（新川 1997）． 
  
・高齢化の影響 
このように，社会保障制度がやり玉に挙げられた背景には経済危機，財政危機があるが，
構造的には高齢化が社会保障の制度改革を必要とする原因とされる．日本の 1995 年の高齢
化率（65 歳以上人口の総人口に占める割合）は 14.5％と OECD 諸国の中で特に高いわけで
はないが，2025 年には 25％を超え，現在高齢化率の高いヨーロッパ各国を抜いてトップに
なると推測される．しかも日本の高齢化は急激で高齢化率が 7％（高齢化社会）から 14％
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（高齢社会）に達しており，これは 70年から 100 年かけて高齢社会へと達したヨーロッパ
の経験に比して，驚くべき速さといってよい（新川 1997）． 
 
・分立型制度による財政危機 
こうして，医療・年金制度は，1980 年代初頭に危機的といわれる状態になった．しかし
これは高齢化そのものというよりは，分立型制度によるところが大きい．制度が分立してい
れば，当然各制度の財政能力は小さく，若年者の加入率が低い制度では，高齢化の衝撃が大
きくなる．さらに財政運営上の非効率という問題もある．にもかかわらず，日本において分
立型年金・医療保険制度が維持されてきたのは，歴史的偶然と制度そのものの持つ規定性・
粘着性による．また，1980 年代以降の福祉体制の再編の意味を考える上で，戦後日本の福
祉体制が労使関係，労働市場管理に果たしてきた役割を，ここで検討する必要がある（新川
1997）． 
 
・日本型福祉体制と労使関係・労働市場 
戦後日本の医療・年金制度は，職域ごとに分立し，また企業福祉から落ちこぼれる部分を
救いあげるという補完的形で発展してきた．これは歴史的偶然性，制度的遺産に負うところ
が大きい．敗戦直後の政府の財源は限られており，引揚者その他の戦争犠牲者の救済以上の
ことを行う能力はなかった．自然労働者の福祉提供は，使用者に期待されることになったが，
企業中心の福祉体制が円滑に発展したのは，製造業大手企業の間ですでに戦間期に熟練工
確保のため，長期雇用，年功制賃金，企業福祉が普及していたため，また，労働組合が企業
単位に組織化されたためである（新川 1997）． 
 
以上の新川の説明からわかるのは，1970 年代まで，日本においては福祉を拡充する動き
はあったものの，1973 年の石油危機を契機にして福祉見直しの考えが広まったこと，そこ
で謳われたのが，個人の自助努力と家庭・地域社会の連帯を基礎に，政府が効率の良い適正
な福祉を提供するという，日本型の福祉体制であったことである．また，財政危機という理
由から福祉拡充に批判的となり，福祉見直しを財政再建の手段と考えたようだ． 
また，日本においては戦間期にすでに長期雇用，年功制賃金，企業福祉が普及していたた
め，企業中心の福祉体制が発展したということがわかる．そして，医療，年金などの福祉制
度は，企業福祉から落ちこぼれる部分を救いあげるという，補完的な形で発展したようだ．
そして職域分立型の制度が，高齢化の影響をさらに強めてしまったという結果になったと
考えられる． 
以上の日本型福祉国家の発展経緯からわかる日本型福祉国家の特徴は，福祉の機能を個
人の自助努力や家庭・地域社会の連帯に頼っていること，企業中心の福祉体制が発展してい
ること，医療・年金などの福祉制度は，企業・家族・地域の福祉機能で賄いきれなかった部
分を救うという，補完的な形で発展したことである． 
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・条件の変化 
 以上のような日本型福祉国家を支えた条件は，1990 年代初頭頃から大きく変化し始めた．
その変化とは第一に，グローバル化によって従来の生産レジームの維持が困難になったこ
とである．経済のグローバル化により資本や労働力の国境を越えた移動が活発化し，国際競
争に打ち勝つことを理由に，規制緩和が進められた．さらに，1990 年代の産業構造の変化
を背景に，新自由主義的な労働・社会政策が本格化し，90 年代後半には不安定就労層が増
大した．1995 年に，日本経営者団体連盟（日経連）が，雇用を流動化させ，非正規雇用を積
極採用するよう「日本型経営」を提言した後，1999 年には労働者派遣法が改正され，派遣
対象業務の原則自由化が適用された．このため労働市場では柔軟化が進み，かつての完全雇
用は崩壊した（武川 2012，毛利 2013）． 
第二に，個人化によって既存の再生産レジームが変化しつつあることである．20 世紀の
第 3四半期には，専業主婦の存在を前提とした「標準家族」が形成され，これによって上述
の生産レジームが支えられたが，90 年代以降は，そうした「標準家族」の解体が進行して
いる．1991 年には，農林漁業以外でも共働き世帯が非共働き世帯を上回った．90 年代をつ
うじて離婚率や未婚率が高まり，「標準家族」に属さない人びとが増加した．このため夫婦
と未成熟子から成り立つ核家族としての「標準家族」像が崩れつつある（武川 2012）． 
 このように，1990 年代以降，雇用と家族における変化により，従来の日本型福祉国家の
前提条件が崩れてきている．日本型福祉国家を特徴づける完全雇用，企業福祉，家族福祉な
どの代替機能が，福祉国家それ自体の機能の成長を妨げたため，その代替機能が失われつつ
ある今，日本型福祉国家は危機に陥っているといえる． 
 
3-3 非正規雇用・単身世帯について 
 
・非正規雇用の拡大 
 上述のように，労働市場の柔軟化が進んだことの特徴に非正規雇用の促進がある．1995 年
に日経連が，雇用を流動化させるために非正規雇用の増加を打ち出し，1999 年には労働者
派遣法が改正されて派遣対象業務の原則自由化が適用された．このような労働規制の緩和
が進む時期，企業は，労働コストの削減と固定費の変動費化のために，必要な時に必要な人
数の労働者を動員できる体制を構築した．正規雇用を減少させ，パート，アルバイト，契約
社員，派遣，請負労働者といった多様な形態の非正規雇用への転換を急激に進めていった
（毛利 2013）． 
 政府や企業が積極的に非正規雇用拡大を推進した結果，日本の非正規雇用は，雇用が不安
定で待遇が劣悪な点で，世界で類例がない特徴をもつものとなった．現在，日本では，非正
規雇用労働者を中心に，きわめて長時間働いても生活保護水準以下の収入しか得られない
「ワーキングプア」層が急激に増えている．国税庁の調べによれば，2012 年で年収 200 万
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円以下の給与所得者が 1089 万 9 千人となり，全体の 23.9％を超えた（脇田 2014）．日本の
90 年代後半からの急激な貧困化は，多くは失業と転職を反復する非正規雇用労働者の急速
な増加によるものと考えられる．増大した非正規雇用労働者の賃金水準は，正規労働者を大
きく下回っており，平均給与月額で正規労働者の 6 割，特別給与を考慮すると 5 割の水準
である（毛利 2013）． 
 日本政府と企業は，非正規雇用と正規雇用の均等待遇を要求する主張を受け入れず，「同
一労働差別待遇」を正当化してきた．しかも，政府が決める法定最低賃金も，日本は他の国
と比較してきわめて低い水準である．最低賃金は全国一律ではなく，農村部は低い水準にな
っているが，大都市部でも時間あたり 800 円程度に過ぎないため，年間労働時間を 2000 時
間とすれば年収は約 160 万円程度である．このように最低賃金額が低い主な理由の一つは，
被扶養者で家計補助的な主婦パートタイマーなどの賃金を最低賃金算出の根拠としている
ためである（脇田 2014）． 
 
・非正規雇用と貧困 
日本では，正規雇用と非正規雇用の間には，雇用安定，賃金，社会保険適用などについて
余りにも大きい格差が存在する．職場で加入する被用者保険は，多くの非正規雇用労働者に
は適用されない．国民健康保険，国民年金も，本来ならば労働者として全部「第 2号被保険
者」になるべきであるが，実際は多くの非正規雇用労働者が適用除外されて，自営業者など
と同じ「第 1 号被保険者」になっている．そして非正規雇用労働者たちは低賃金のために，
あまりにも高い，国民健康保険料（年収 200 万円で年間約 20 万円程度），国民年金保険料
（2014 年度で年間約 18万円）を納付できないので，滞納者が急増している．健康保険料滞
納者には健康保険証を返却させる制度が導入されて，病院窓口で支払いをできないので治
療機会を逃して死亡してしまう人も少なくない．非正規雇用の増加とともに，社会保障とい
うセーフティネットも大きく崩れている．（脇田 2014）．  
 非正規雇用が膨大な規模で形成される基盤には，たとえ劣悪な条件の仕事であってもそこ
で働くほか生きるすべがない，「失業する権利」あるいは「失業する自由」が保障されてい
ない，ということがある．非正規雇用の大半は働いている限りでは政府統計（総務省「労働
力調査」）の完全失業者にカウントされない．そういった非正規雇用労働者は，1 日単位で
雇用と失業を繰り返す日雇い派遣，2～3週間程度の短期雇用，3か月～6か月の期間従業員，
複数のパートを掛け持ちしている人など，雇用の安定性，賃金水準，社会保険の適用状況か
ら見て顕在的失業者（完全失業者）に近い層までに広がっている．このように，日本には雇
用と失業の中間に膨大な不安定就業層のプールが形成され，完全失業率を抑える仕組みが
作られている．これは失業問題を潜在化するシステムでもある（伍賀 200）． 
 非正規雇用の視点から見た日本の貧困の特徴は，「雇用と失業の中間」に位置する不安定
就業層を政策的に作り出すことで，顕在的失業者の縮小を目指したこと，そこでの労働条件
は自立的生活を維持できない，まさにワーキングプアの状態にあることである．国家による
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生活保障システムが脆弱な日本ではこれは生命の危機に直結する（伍賀 2009）． 
 
・単身世帯の増加 
 総務省平成 27 年国勢調査（人口等基本集計結果）によると，2015 年で日本の単身世帯は
1842 万世帯であり，全人口の 14.5％を占める（総務省 2015）．2010 年での単身世帯数は 1678
万世帯（全人口の 13.1％）であったので（総務省 2010），5 年間で単身世帯は 164 万世帯，
全人口の 1.4％増加したことになる．もう少し長いスパンで過去からの増加状況をみると，
過去 30 年間で，単身世帯数は 1985 年の 789 万世帯から 2015 年の 1842 万世帯へと 2.3 倍
になった．また，全人口に占める単身世帯比率も，1985 年の 6.5％から 2015 年の 14.5％へ
と約 2.2 倍に高まっている．これは，人口増加とは別に，未婚化や親子の別居化など，人び
との世帯形成行動の変化によって単身世帯が増え始めたことを意味する（藤森 2017）． 
    
  
図 3-2 単身世帯数の変化（藤森 2017; 23 より引用） 
 
 藤森克彦によると，単身世帯化を進める質的な変化（非人口要因）としては，若年層から
中高年まで未婚者や離別者が増加したことと，高齢期において老親が子どもと同居しなく
なったことが挙げられる．前者の配偶関係については，離婚の増加よりも未婚化の影響が大
きい．未婚化の進展の要因としては，主に，ライフスタイルの多様化と非正規雇用労働者の
増加が挙げられる（藤森 2017）． 
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 阿部彩の貧困統計ホームページでの分析によれば，2012 年の 20～64 歳の勤労世代の単身
世帯の相対的貧困率をみると，男性 23.2％，女性 33.3％となっており，勤労世代の全体の
貧困率が，男性 13.6％，女性 15.0％であるのと比較して，単身世帯の貧困率は相対的に高
い水準にある（阿部 2017，藤森 2017）．その要因としては，①非正規雇用労働者として働く
人の割合が高いこと，②無業者となる人の割合が高いこと，といった点が考えられる（藤森
2017）． 
 
  
 図 3-3 勤労世代（20～64 歳）の世帯タイプ別貧困率（2012 年） 
 
 総務省の平成 22年国勢調査』第 14表からもわかるように，単身世帯では，2人以上世帯
の世帯主よりも，「非正規雇用者」の割合が高い．特に単身女性の非正規雇用労働者の割合
は，20～50 代の全年齢階層を通じて 2 割以上の高い水準になっている．また，単身世帯で
は 2人以上世帯の世帯主に比べて「無業者」の割合も高い（藤森 2017，総務省 2010）． 
 単身世帯で無業者や非正規雇用労働者の割合が高い理由としては，「非正規雇用労働者・
無業者であるがゆえに単身世帯となった」という側面が強いと考えられる．企業が社員を採
用する際に，就職希望者が単身世帯に属するか，あるいは 2人以上世帯に属するかといった
点を判断材料とするわけではないからである．つまり，無業者・非正規雇用労働者であるこ
とから経済的に不安定なために結婚したくてもできなかったり，あるいは経済的な要因か
ら離婚して単身世帯になったことが考えられる（藤森 2017）． 
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・保険主義 
 岩田によると，日本を含め先進諸国には，市場経済が生み出す富の格差を是正する福祉国
家の諸制度がある．もしこの諸制度が十分機能していれば，市場で不利になった人々にもや
り直しの機会が与えられ，特定の人々ばかりに不利な状況が集中するようなことは減るか
もしれない．ところが，この福祉国家の制度自体が，ある人々には有利に働き，別の人々に
は不利に働くなら，結果として，特定の人々を貧困から抜け出せなくする役割を，こうした
制度自体が果たしてしまうことになる． 
 岩田はこう指摘した上で，以下に述べる日本の福祉国家の問題点が，特定の人々を不利な
状態に釘付けにしてしまっている，そのことに注目する必要があると強調する． 
 その問題点の一つは，社会保障の「保険主義」にある．日本の社会保障制度は，基本的に
終身雇用の正規雇用者家族が共通に抱える一定のリスクに応えるべく設計されたものであ
る．しかもそれは社会保険が中心であり，これを全国民に拡大させた点に特徴がある．雇用
者や国民を強制的に保険に加入させる仕組みは，労働者の雇用保険から医療保険，年金保険，
介護保険まで多岐にわたる．それらは保険である以上，保険料収入と支出を均衡させなけれ
ばならない．したがって保険料の支払い義務があるばかりではなく，医療やサービスを利用
するのには自己負担が生じる． 
 一方，保険給付には，保険料を一定期間以上支払うなど給付の条件がある．一般的に言え
ば，高賃金で長く勤めた人ほど保険給付額が高くなり，職を転々としたり保険料をきれぎれ
にしか支払わなかった場合には，保険給付額が少なくなる．場合によっては条件を満たせず，
給付対象にならないこともある． 
 ところが日本では，あまりに保険主義が徹底しているので，これに代わる所得保障がきわ
めて手薄である．とくに働ける年齢層で保険料を支払えなかった人々や，支給条件を満たさ
なかった人々への別の手段が講じられていない． 
 もちろん，税による最低生活保障の仕組みとしては生活保護制度がある．だがこの制度は，
働ける年齢層に対してはきわめて厳しく，事実上高齢者か疾病か障害などで働けない人し
か利用できない制度になってしまっている．結局，保険料を支払わなくてはならない社会保
険か，「入り口」の小さな生活保護しかないので，その谷間に落ちてしまう人が少なくない
（岩田 2007）． 
 
・社会保障制度と生活保護制度 
 生活保護制度は、1930 年代に登場した生存権保障としての社会保障制度の一環であり、
「最終的な生活保障の仕組み」としての公的扶助制度である。社会保障制度は、失業や病気、
老齢、障害などによる労働不能や生活困難に直面した場合に，労働者とその家族の「最低生
活」を保障する仕組みであり、制度的には、働いていれば「人たるに値する」生活を営むこ
とができる，という労働者保護制度，および雇用保障制度と最低賃金制度の確立を基本的な
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前提条件にして成り立っている（安井 2014）． 
 生活保護制度は、最低生活保障水準である生活扶助基準が劣悪であるだけでなく、受給要
件であるミーンズテストは，資産保有の幅が狭く親族扶養の範囲が広いなど人権侵害の要
素を多く含んでいる．2013 年 12 月に成立した「改正」生活保護法には，①書面による申請
書の義務づけ，②親族に保護開始の通知，③親族が扶養できない理由の報告，④親族の収入・
資産などの情報を官庁や日本年金機構，銀行，勤め先などに資料提供や報告を求めることが
できる地方自治体の調査権限の拡大，⑤就労指導の強化，⑥「不正受給」にたいする厳罰化
などが盛り込まれている．厳しい受給抑制によって，一時的に生活保護受給者の増加に歯止
めをかけることはできても、生活扶助基準並みの貧困・低所得層の増加を抑えることは不可
能である（安井 2014）． 
 厚生労働省の「国民生活基礎調査」（2007 年）にもとづいて公表された，生活保護による
最低生活費未満の低所得世帯の割合をみると，全世帯の 12.4％（勤労者世帯の 8.3％）の世
帯が最低生活費を下まわり、そのうち保護受給世帯は 15.3％（勤労者世帯 8.3％）に過ぎな
い．住宅・土地等の資産を考慮した推計では、生活保護の捕捉率は 15％程度と低く、生活
扶助基準並みの貧困・低所得世帯が大量に存在している（安井 2014）． 
 
 
  
 図 3-4 最低生活費を下回る世帯のうち，生活保護を受給している世帯の割合 
 
 
・生活保護基準と最低賃金 
 生活保護制度は，最低限度の生活を保障し自立を助長する制度であり，その最低限度の生
活の需要，及び保護の程度を測定する基準が保護基準である．現行の生活保護法が成立以来，
制度の根本的な改正がされていない．保護基準は国民に最低限度の生活を保障すべく，日本
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における最低生活概念を具体化したものと位置づけられてきた．保護基準は，ほかのものと
の比較，たとえば課税最低限，最低賃金や年金などの水準との関係で左右されるべきもので
はない．保護基準が他制度の給付額より高かったとしても，そのことが根拠となって引き下
げられるものではない．しかし，現行の基準額が最低生活費である根拠としているのは，無
業の成人からなる世帯の栄養所要量のみである．保護基準は最低生活費としての妥当性を
問うことを回避してきて，最低生活の実態を失っている（岩永 2010）． 
 また，生活保護制度と最低賃金制度の水準の整合性の問題が議論になってきた．この議論
は，仕事への報酬と生活保障の関係をより本質的に問うものである．この整合性の議論の前
提として，最低賃金と生活保護の水準は，その背後にある労働者生活の標準型の成立と深く
関わっており，その標準の崩壊が指摘されている現在において，それぞれの制度の水準のす
り合わせだけでは，あるべき方向を見いだせない，ということがある．この整合性問題は，
仕事への報酬と生活保障との関係をより本質的に問うものであり，最低賃金と生活保護制
度にとどまらず，広く労働市場規制と生活保障のあり方全般にかかわるものである．（岩田
2010）． 
 最低賃金の決定については，日本の最低賃金法の目的を示す第 1条の「賃金の最低額を保
障することにより，……労働者の生活の安定，労働力の質的向上及び事業の公正な競争の確
保に資する」という論理構成になっている．問題は実際に最低賃金制が上記のような「労働
者の生活の安定」に資しているかどうかということである．そのために最低賃金額の水準設
定はきわめて重要な論点になる．（吉村 2010）． 
最低賃金の設定は，相場原則が定着していたが，2007 年に改正された最低賃金法では，
「生活保護に係る施策との整合性」が盛り込まれたことにより，生計費原則が適用されるこ
とになった．この最低賃金の設定における生計費原則のウエイトの増加は，最低賃金制にと
って参照先としての生活保護制度の重要性が，従来の比ではないほど増していると言うこ
とを意味している（吉村 2010）． 
 
・社会保険料負担 
 保険主義による，社会保険以外の生活扶助の手薄さばかりではなく，国民皆保険とうたい，
国民を強制的に保険に加入させる仕組みになっているので，加入した全員に決められた保
険料をかならず支払うことが義務づけられる．この社会保険料が低所得層への大きな負担
となり，時には貧困の原因になるといったデータもある．具体的には，駒村らの行った分析
で，社会保険料の負担が相対的貧困率を押し上げているといった結果が出ている． 
 その分析というのが，駒村らが 2009 年に JHPS（日本家計パネル調査）1）データを用いて
社会移転（社会保障給付，直接税，社会保険料）が相対的貧困率に及ぼす影響について分析
したものである．具体的には，相対的貧困線を等価可処分所得の中央値の 50％に固定した
上，①当初所得（勤労収入，自営・内職収入，企業年金・個人年金，利子・配当金，仕送り
等の合計），②当初所得に社会保障給付を加えた総所得，③総所得から税を控除した所得，
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④総所得から社会保険料を控除した所得，⑤可処分所得という，社会移転の様々な段階でど
のように相対的貧困率が変動するかを観測した． 
 その結果，社会移転が相対的貧困率へ及ぼす影響の測定において，就業者にたいして社会
保険料が相対的貧困率を引き上げる影響が大きいことが明らかになった．確かに，全体で見
ると，社会移転によって相対的貧困率は低下している．そして高齢者については，社会移転
は社会保障給付による貧困削減効果が高い．しかし，就業者に限ると，直接税・社会保険料
を控除すると，総所得より相対的貧困率は 3ポイント上昇し，可処分所得の貧困率は当初所
得の貧困率より高くなる（図 4-10）．そしてこの相対的貧困率の上昇効果のほとんどは社会
保険料負担に起因し，低所得の就業者にとって社会保険料の負担が重いということが判明
した（駒村ほか 2010）． 
  
 図 3-5 就業者に対する社会移転による貧困率への効果 
 
・貧困削減率がマイナスとなる（逆機能） 
 社会移転によって相対的貧困率が上昇するという現象を示したのは，駒村らの分析だけ
ではない．大沢によると，OECD の 2009 年の『雇用アウトルック』は，2005 年について，成
人の全員が就業している世帯とカップルの 1 人だけが就業している世帯をとりだして，そ
の貧困削減率を示した（大沢 2014）．驚くべきことに，このデータによれば，日本の成人の
全員が就業する世帯にとって，政府の所得移転による貧困削減率はマイナス 7.9％である． 
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 大沢は，駒村らの分析と OECD データによる，社会移転による相対的貧困率の上昇や貧困
削減率がマイナスとなるという実態を挙げ，「税・社会保障制度を通ずる所得再分配は，所
得格差や貧困を緩和することが期待されているが，日本ではかえって貧困率を高める場合
が少なくない．」と指摘し，それを生活保障システムの「逆機能」という言葉で表した．ま
た，逆機能が起こり貧困率を高めている状態を「バッド・ガバナンス」と呼び，日本におい
て，逆進的な社会保障負担が高まっており，子どもがいる世帯や世帯の成人が全員就業する
世帯にとって，所得再分配が貧困を削減する効果がきわめて貧弱であり，それどころか貧困
削減率がマイナスとなるケースが少なくない．生活保障システムが逆機能し，バッド・ガバ
ナンスをもたらしていると言わざるをえないだろう，と述べる（大沢 2015）．駒村らも，日
本の貧困の理由として，社会移転の貧困削減効果がきわめて小さいことを挙げている（駒村
ほか 2010）． 
 
・問題点のまとめ 
 以上のように，日本の福祉国家としての制度には，徹底した保険主義のために，それに代
わる生活扶助の手段がきわめて手薄であること，低所得の就業者にとって社会保険料の負
担が重く，就業者のなかでは社会保険による所得移転のために相対的貧困率が上昇する現
象があること，といった問題点がある． 
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第 4 章 先行研究の問題点 
 
4-1 問題点①：日本型福祉国家の性質と新しいタイプの貧困との関連の問題 
 
・問題の所在 
 先行研究では，日本の生活保障システムの機能は脆弱であるため，逆機能をもたらしてい
る（大沢 2014），社会移転の貧困削減効果がきわめて小さい（駒村ほか 2010）等，日本型福
祉国家の機能の脆弱性により，貧困がもたらされているとされている．だが，筆者は，日本
型福祉国家の機能が脆弱であるというより，日本型福祉国家の機能そのものが，格差を縮小
したり貧困への対策をしようとする際に逆の効果を持ってしまっているのではないか，と
考える．すなわち，日本には近年の社会状況の変化により，新しいタイプの貧困が生じてお
り，それは従来の日本型福祉国家が対応するものとしての想定を超えたものであるため，そ
れに対応しきれない，また，ある一定の場合においては，逆の効果をもたらし貧困を生じさ
せているのではないか．その新しいタイプの貧困と，日本型福祉国家の性質は強く関連づく
であろうし，それを関連づける段階において，日本型福祉国家がどのような経緯で，また，
どのような前提でその制度を作ってきたか，ということが浮き彫りになるだろう．そのため
には先行研究のなかで，日本型福祉国家の性質について，および日本における貧困の原因に
ついてどういった見解が述べられているか確認する必要がある．福祉国家と貧困に関する
先行研究の調査からは，次のようなことが分かる． 
関連する先行研究は，大きく 2つに分かれる．1つは，アンデルセンやカザ，ウイレンス
キー，宮本，埋橋等による，いわゆる福祉国家研究である．福祉国家研究は，福祉国家とは
そもそもどういうものか，その定義や意味を考察する，それぞれの福祉国家の特徴や性質を
知るために分類する，といった研究を行う．そしてもう 1つは，貧困に陥っている実際の事
例をもとに，貧困の実態や貧困に陥ってしまった経緯や原因を分析する，調査データをもと
に貧困の規模を測定する，などといった貧困研究である．こちらの研究も大沢，駒村ほか，
岩田等によって行われている． 
福祉国家研究は福祉国家の誕生時からはじまっており，各国で様々な研究がなされ，今日
まで発展してきた．一方貧困研究の方も，産業化とともにはじまり，貧困対策のための政策
決定に貢献する研究として発展した．日本においても，戦後とくに福祉の見直しの時期に入
ってからは，福祉国家研究，貧困研究ともに盛んに行われるようになってきた．しかしその
2 つの研究は，いわば別々に行われており，2つの研究を合わせ福祉国家と貧困との関連を
明確に示した研究はほとんど行われていない．この点が福祉国家と貧困に関する先行研究
の問題点であると考える． 
 
・解決のために行うこと 
筆者は，福祉国家，特に日本の福祉国家としてのあり方，すなわち「日本型福祉国家」の
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性質と，日本において社会状況の変化とともに急激に拡大している「新しいタイプの貧困」
が強く関連づくのではないか，と考えている．そこで，本研究において，日本型福祉国家の
性質を福祉国家類型論と福祉国家の発展経緯の研究の立場から明確に示し，同時に貧困研
究の立場から，日本において新たに生じている貧困リスクや，貧困の起こる経緯や原因を明
らかにする．その上で，その 2つの事柄，すなわち日本型福祉国家の性質と日本における新
しいタイプの貧困との関連を示すことを試みる．それはすなわち，2つの分立している研究
である，福祉国家研究と貧困研究を結びつける試みである． 
 具体的には，福祉国家類型や日本型福祉国家の発展経緯から読み取れる日本型福祉国家
の性質を再度，分析，検討し，日本型福祉国家の性質を明確にする．また国際比較データに
よる日本型福祉国家の性質の再分析を行う．そして実際の貧困事例から読み取れる，貧困に
陥ってしまう過程や原因の分析を行い，いくつかのパターンに分けた上で，両者がどのよう
に関連するのかを示す． 
 
4-2 問題点②：日本型福祉国家の機能が逆に働くことで起こる貧困の問題 
 
・問題の所在 
先行研究では，日本型福祉国家は市場経済が生み出す富の格差を是正し，また貧困に対す
る対処をすることを期待されているが，その機能が機能不全で脆弱なため，格差や貧困に対
応しきれていない，ということに言及している（岩田 2007，駒村 2010，大沢 2014）．ほか
にも福祉のシステムから排除されることによって貧困に陥る人々がいる，ということも，先
行研究では述べられている（大沢 2014，2015）． 
しかし，筆者は実際には，日本において急激に格差や貧困が拡大しているのは，日本型福
祉国家の機能が脆弱なためというよりは，日本型福祉国家の機能そのものが，ある種の貧困
を生み出し，ある一定の不利な人々を貧困に陥れているのではないか，と考えている．つま
り，日本には以前には存在しなかった新しい種類の貧困リスクや貧困が生じており，日本型
福祉国家の機能でそれに対応しきれていない．そして，その機能が一定の場面では逆に働き，
新しいタイプの貧困を生じさせてしまう場合があるということである．しかしそのことを
示した先行研究はなく，実際に日本型福祉国家の機能を受けることで貧困に陥っている事
例を検証したものもない．この点が福祉国家と貧困に関する先行研究の第 2 の問題点であ
ると考える． 
 
・解決のために行うこと 
そこで，本研究では，新しい貧困の存在を確認し，日本型福祉国家の機能が逆に働くこと
によって，そういった新しいタイプの貧困に陥ってしまう事例を検証したい．例えば，その
機能として予想されるのは，保険の強制加入による保険料の負担である．国民健康保険料や
国民年金保険料の強制徴収により，低所得者にとっては生活費が足りなくなり，貧困に陥る
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というケースが考えられる． 
こういったケースは，しばしば日本型福祉国家の「脆弱性」や「機能不全」による貧困で
ある，とされるかもしれないが，そのような見方で片づけてしまってはならないと考える．
なぜなら，貧困が日本型福祉国家の機能の脆弱性やのためであるとすると，今後，政治や世
論の動きが，現行の福祉制度や社会保障制度をそのまま強化することによって，貧困に対応
しようとするだろう．そうすると現在，現行の制度が逆効果となり，貧困に陥っている人の
生活はますます苦しくなる恐れがあるのだ．それゆえ，今後の福祉国家研究および貧困研究
においては，「日本型福祉国家の機能が逆に働き，貧困に陥る場合がある」ことを強調する
必要がある．また，どういった場面でそのような逆機能が起こるのか，その具体的状況を示
す必要がある．本研究での検証によってそのことに焦点を当て，今後の福祉国家研究および
貧困研究の課題として提示したいと考えている． 
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第 5 章 研究内容① 日本型福祉国家の性質と，貧困リスクとの関連を示す 
 
5-1 国際比較データによる日本型福祉国家の性質の再分析 
 
まず，エスピン‐アンデルセンの福祉国家三類型と福祉レジーム論（Esping=Andersen 
1990＝2001），その周辺研究の発展の中で浮かび上がる日本型福祉国家の特殊性と，日本型
福祉国家の歴史的な発展の経緯から示される日本型福祉国家の特徴を再確認しよう． 
類型論による特殊性についての経緯は次のようなものである．アンデルセンは，脱商品化
指標と階層化指標，脱家族化指標を用い，福祉国家を自由主義型，保守主義型，社会民主主
義型の 3つに分類した．彼は，その中での日本型福祉国家の位置について，自由主義レジー
ムの特徴を併せ持った保守主義レジームという位置づけを示している．というのは，日本は，
社会保障制度の階層性や家族の役割において保守主義レジームの性格が濃厚である一方，
給付の水準が低い，再分配効果が弱いなどといった点では自由主義レジームの性格も強く
あらわれているからである（Esping=Andersen 1990＝2001）． 
しかし，福祉レジーム論の周辺研究において，日本の位置付けについて様々な違った見解
が現れてきた．日本型福祉国家は，家族主義，企業福祉が強固に存在し，福祉国家の代替機
能となっている，急激な経済拡大の中で発展してきた後発福祉国家であるという見解（宮本
2003），日本型福祉国家を，複数類型の折衷としてではなく，典型に据えることができると
いう見解（「男性稼ぎ主」型，「両立支援」型，「市場志向」型の類型を設定し，日本は男性
稼ぎ主型に当てはまる）（大沢 2007）などである．つまり，次第に日本型福祉国家が他の福
祉国家と異なる，特殊な性質を持つという捉え方をする論者があらわれてきたのだ． 
また，日本型福祉国家の歴史的な発展経緯からみることができる特徴は次のようなもの
である．1970 年代の石油危機に始まる財政難から持ち上がった福祉見直しの潮流の中，「日
本型福祉社会」にむけての動きが活発になった．その「日本型福祉社会」とは，個人の自助
努力や家庭・近隣・地域社会等の連帯を基礎に，効率のよい政府が適正な公的福祉を提供す
るという，日本型の福祉体制である．日本型福祉社会には高い高齢化率，分立型制度，職域
分立型雇用制度とその補完的形での福祉という特徴がある（新川 1997）． 
次に，そういった類型論での，また歴史的にみた日本型福祉国家の特徴をより正確にみる
ために，福祉国家の規模や性質をあらわす数値を，日本と他の先進諸国とで比較してみた．
福祉国家の規模をあらわす数値としては，公的支出の対 GDP 比が一般に使われる．OECD の
Social Expenditure で公的支出全体の対 GDP比を日本と OECD諸国で比較したデータをみる
と，2013 年では日本は 23.1％で 35 カ国中 14 位である（OECD 2017a）．全体で見れば特に
OECD 諸国の中で低い部類とはいえないが，問題は公的支出の内訳である．それによって福
祉国家がどんな政策に力を入れているか，その性質がある程度わかると考えられる．そこで，
先ほどの公的支出の対 GDP 比を，家族政策にかける公的支出に限ってみると，2013 年でイ
ギリス 3.8％，デンマーク 3.7％という中で，日本は 1.3％と最も低いグループに属してい
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る．それに対し，高齢者のためにかける公的支出は，2013 年で日本は 10.7％で，34 カ国中
6 位であった（OECD 2017a）．つまり，国際比較の数値でみても，日本は高齢者向けの福祉
は比較的充実しているのに対し，家族向けの福祉は手薄いことがわかる． 
 
  
 表 5-1 社会政策支出項目別順位 （2013 年） 
 
 
ここで相対的貧困率についても国際比較すると，OECD の Income Distribution and 
Poverty のデータによると 2012 年で，日本の相対的貧困率（可処分所得での中央値の 50％
未満）は 16.1％で 65 カ国中 6位というトップクラスの高さである．日本より相対的貧困率
の高い国はアメリカ，メキシコなどの 5カ国のみである．そして重要なことは，日本の 2012
年での，所得移転（再分配）前の当初所得（社会給付，税・社会保険料控除前）における相
対的貧困率は 32.8％であり，65 カ国中 10 位である，ということである（OECD 2017b）．つ
まり，所得移転（再分配）により国際比較での相対的貧困率の順位が上がってしまっている
ことになる．これは日本の所得移転（再分配）の効果が非常に弱いことを意味する． 
高齢者向け支出 家族政策支出
1 イタリア 13.7 1 イギリス 3.8
2 フランス 12.6 2 デンマーク 3.7
3 オーストリア 12.2 ¦
4 ポルトガル 12.1 27 日本 1.3
5 フィンランド 11.4 28 カナダ 1.2
6 日本 10.7 29 ポルトガル 1.2
30 ラトビア 1.2
31 韓国 1.1
32 アメリカ 0.7
33 トルコ 0.4
34 メキシコ 0.4
38 
 
  
 図 5-2 再分配後の貧困率の順位の変化（2012 年） 
 
 
以上のことから見える日本型福祉国家の特徴は，個人の自助努力を中心に，家族主義，企
業福祉が強固に存在し，福祉国家の代替機能となっているということ，急激な経済拡大の中
で発展してきた，男性稼ぎ主型であること，というものである．そして，国際比較の数値か
ら，年金，高齢者医療など高齢者向けの福祉は比較的充実しているのに対し，教育，育児な
どの家族政策にはあまり費用をかけない，という性格のものであることがわかった． 
また，当初所得での相対的貧困率と可処分所得での相対的貧困率の関係を国際比較して
みると，日本は所得移転（再分配）の機能が非常に弱いということがわかった． 
これらの特徴をまとめ，日本型福祉国家の性質を再分析した結果として，「自助努力を前
提」「家族主義」「男性稼ぎ主型」「企業福祉依存」「経済成長重視」「高齢者偏向」「手薄な家
族政策」「非常に弱い再分配機能」を日本型福祉国家の性質として設定することにする． 
 
5-2 非正規雇用労働者や若年単身世帯の人びとの事例をもとにした貧困の生まれる過程・原因
の分析 
 
 筆者は，日本型福祉国家によって生じる貧困の具体的事例として，特に非正規雇用労働者
と若年単身世帯の人々の貧困事例に注目している．なぜなら，こういった人々は，日本型福
祉国家が前提とした企業・家族中心の社会からの社会構造の変化を，また，産業構造や家族
形態の変化によって生まれた新たな社会構造のあり方をよく映し出していると考えられる
からである． 
 岩田によると，今日のフリーターやパートタイム労働者は，単に非正規雇用であるだけで
なく，事実上日雇いのような，きわめて不安定な雇用関係に置かれることが少なくない．就
当初所得による貧困率 可処分所得による貧困率
1 アイルランド 42.7 1 メキシコ 21.4
2 ハンガリー 39.8 2 コスタリカ 21.3
3 ギリシャ 38.1 3 イスラエル 18.4
4 リトアニア 37.1 4 トルコ 17.7
5 フランス 36.0 5 アメリカ 17.4
6 スペイン 35.8 6 日本 16.1
7 ポルトガル 35.4
8 ベルギー 33.2
9 イタリア 33.2
10 日本 32.8
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職情報誌などで見る「激短＆日払い！」「掛け持ち OK！」「1 日だけでも OK」といった短期
就業の場合は，その収入だけで暮らしていくとすれば，それらの短期就業を日々つなぎ合わ
せていくような綱渡りか，一日のうちに二つか三つの仕事に就くことを余儀なくされる．も
ちろん，そうした綱渡りや二重就業が，いつも保障されているわけではないから，そうした
働き方では暮らしていけない人々が生まれてくるのは必然である（岩田 2007）． 
 ここで，そういった非正規雇用労働者，単身世帯，または非正規雇用者でしかも単身世帯
である，そういった人々の事例をいくつか紹介する． 
 
事例 1）時給 1050 円，キャノンで働く若者のケース 
 吉田君（仮名）23 歳．キャノンの工場で非正規で働いている．以下は吉田君があるイベ
ントで読んだ作文である． 
  
「僕は現在，派遣社員として埼玉県のキャノンの工場で働いています．派遣社員といっても，
ボーナスが出るわけでもなく，コンビニのアルバイトと同じで時給制です．残業してナンボ
の世界です．仕事はプリンターのインクにフタをくっつけるだけです．一日何百個も作りま
す．やりがいのない仕事に悔しくも慣れてきます．ただただボタンを押してくっつけるだけ
なら，頭のいいオランウータンでもできるじゃないかと思ってしまいます．」 
  
 工場では身体検査や健康診断，テストなどは何もないまま，パッと見た瞬間に「あなたは
ここ」と配属先を決められる．仕事は立ちっぱなしで朝 8時から午後 5時 15 分まで．クリ
ーンルームという部屋で全身を覆う無塵服を着て作業する．仕事ではアルカリの原液を使
う．原液が目に入ると眼球が溶けるから気をつけろといわれているものの，いちおう置いて
あるゴーグルは面倒だからしない． 
 時給は 1050 円．残業代は 1250 円．残業は基本的に 3時間．夜勤だと時給 1250 円で，残
業がつくと時給が 100 円アップする．求人誌には「平均 27万円」と書いてあったが，寮費
や光熱費などいろいろ引かれて手元に残るのは 12，3 万円．夜勤のうえに死ぬほど残業をし
なければ 27 万には絶対届かない．が，吉田君の部署ではそもそも夜勤はない．有給につい
てもよくわからない． 
 「『有給あるけどその日は給料出ないからね』って言われました」 
 それは有給ではない（雨宮 2007）． 
 
事例 2）職を転々とするフリーター 
河野君（仮名）27 歳．地元の公立中学校を出てから工業高校に進む．先生から就職を勧
められ，100 人以上採用のトステムに採用された．入社日に割り振られて千葉の工場に送ら
れることになる． 
毎朝八時起床，送迎バスで工場に送り込まれ，作業服に着替え，朝礼，ラジオ体操，指差
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し呼称をし，9時に作業開始．河野君は溶接の仕事をした．5時半までが定時で，仕事が終
わるとバスで寮に運ばれる．しかし，3か月が限界だった． 
「もう熱いし，溶接だから危ないし．オジサンだとたいがい指がないので，それ見て自分
も指がなくなるんじゃないかと思って，だから熱い，危ない，退屈，飽きた」 
そしていったん茨城の実家に戻った彼は，東京で部屋を借りるお金を貯めるため，深夜は
コンビニ，昼は郵便局で働いた．時給はコンビニの夜勤で 1000 円，郵便局は 700 円．数か
月後，無事，敷金・礼金が貯まり，19 歳の春，上京．借りたのは 7万 4000 円のアパートだ
った．早速バイトを探し，働きだす．日給 7000 円ほどの交通誘導，日払いの軽作業，日給
8500 円ほどの警備員の仕事．登録してその日に仕事があれば行くという仕事で，現場は毎
日違う． 
しかしそんな生活では安定した収入は得られない．なかなかバイトが見つからず，数か月
間働かない時期もあった．が，家賃，光熱費など毎月 10 万近く決まった額が出ていく．結
果，サラ金に手を出すことになる．気づくと借金総額は130万ほどになっていた（雨宮2007）． 
 
事例 3）ホームレス一歩手前の若者――非正規雇用の連続の果てに 
 吉田さん（仮名）は 30代の男性で，バブル経済が崩壊して間もない頃，高校を卒業して
いる．希望する事務職の仕事は見つからなかった．いくつかのアルバイトをしながら，地元
のハローワークに通い続けた吉田さんは，警備会社の契約社員として働くことになった． 
 道路工事の現場で車の誘導をするのが主な仕事だった．給料は働いた分だけ支払われる
歩合制で，1日働くと 7500 円．月収は 15 万円ほどになり，親元で暮らす吉田さんからすれ
ばどうにかやっていける額だった．しかし，公共工事が削減され，働く場が減ってくると月
の給料は 10 万円を割り込むようになった．吉田さんは仕方なく警備会社を辞めた． 
 収入の高い仕事を求め，就職活動を始めた吉田さんの目にとまったのが，大手メーカーの
工場の仕事を請け負う会社の求人募集だった．最初に働くことになったのは，宮城県にある
自動車部品工場だった．その後，岩手県の電気部品工場，宮城県の食品工場，そして再び宮
城県の自動車部品工場と，わずか半年の間に請負会社の指示で次々と職場が変わることに
なった．さらに，一年間だったはずの契約も，わずか半年で打ち切られてしまった． 
 その後，別の請負会社と契約した吉田さんは，愛知県の自動車工場や山形県の電子部品工
場で働く．寮費を引かれると手取りは月 7万円にしかならなかった．生活するのに精いっぱ
いで，貯金をする余裕はほとんどなかった．仕事も単純作業の繰り返しで技能はいっこうに
身につかない．いつでもほかの人に取って代わられる存在であることに，常に焦りを感じて
いた．4 年前に上京し，短期のアルバイトや日雇いの仕事で収入を得て，24時間営業のサウ
ナやマンガ喫茶を家代わりにする生活を続けている．しかし，仕事にあぶれわずかな貯金も
底をついたため，路上で生活せざるを得ない状況に陥っていた． 
「働いても働いても，ずっと生活が安定しないままなんですよね．将来の見通しが立たない
っていうか，立てようがないんです」（NHK 2007） 
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事例 4）所持金 13円で野宿していた失業者 
伊藤君（仮名）21 歳．工業高校卒業後に建設会社に就職した伊藤君は，会社の社員寮に
住みながら，首都圏を中心に建設現場でビル建設の足場を設置する作業に従事していた． 
 しかしある日，足場から転落して左足を骨折し，後遺症を抱えてしまう．それをきっかけ
に，仕事を休みがちになった．当時，労働者災害補償保険（労災）は申請できず，給与は働
いた分しか支給されなかったため，会社の寮費が払えなくなったという．それからも寮費の
滞納が続き，生活費も足りないことから仕事を辞め，友人宅を転々とする生活が始まった． 
 初めのころは友人も快く部屋や食事を提供してくれていたが，それが長期化するにした
がって，援助を断られるようになった．伊藤君には青森県で暮らす両親と兄がいる．しかし，
家族はそれぞれ貧しい暮らしをしており，頼れる状況にはない．そのため，実家にも帰れな
いという． 
 頼れる友人もいなくなった伊藤君は，最後に食事をさせてもらった群馬県前橋市の友人
宅から，以前，短期間の住み込み仕事をしたことがある企業に行こうと決意し，さいたま市
大宮区を目指して歩いたという．所持金はたったの 13円だった． 
 途中の公園で野宿をしながら，水道水を飲み，スーパーマーケットで試食を繰り返し，飢
えをしのいで 4日間歩き，さいたま市に到着した．早速，企業に相談したがすぐに雇用され
ることはなく，ただちにハローワークに通ったが，自身の住所がないため，就職先も見つか
らなかった（藤田 2016）． 
 
 以上の事例からうかがえることは，まず，非正規雇用労働者の人々は，仕事内容がやりが
いのない単純作業であったり，眼球が溶けたり指がなくなる恐れのあるような危険作業に
従事しているにもかかわらず，賃金は低く，従来の企業福祉においては当然であった有給，
ボーナス，退職金といったものが受けられないということである．また，働いた分しか給料
が支払われないので，仕事上の事故による怪我や病気のような場合に，仕事を休まなければ
ならない間の給料が支払われず，そういった場合収入が激減してしまう．河野君の事例にも
あるように，派遣会社に登録してその日に仕事があれば行く，という働き方のスタイルも，
とても生活が成り立つ収入が確実に得られるものではないだろう．フルタイムで働いても
手取りの収入が 12，3万円にしかならないということから，貧困に陥る原因が本人の努力不
足や，能力不足であるわけではないのは明らかである． 
 そういった働いても生活が成り立つほどの収入が得られない，単身の非正規雇用労働者
の人々に対して，生活費を補助するシステムも存在せず，そういった問題が本人の努力不足
であるという自己責任論に置き換えられるのである． 
 日本型福祉国家の下では，非正規雇用労働は，専業主婦や学生などの被扶養者が，家計補
助の目的で行う労働であるという前提があったため，その前提に基づいて賃金が低く抑え
られたり（脇田 2014），福利厚生がつかなかったりするのだが，現在は本人の稼ぎだけで生
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活する単身の非正規雇用労働者が増加している．その非正規雇用労働者の人々は，生活保護
基準以下の収入での生活を強いられることになる． 
事例 1 の吉田君の例では，フルタイムで働いても月々の収入が 12～3 万円にしかならな
い非正規雇用労働者の実態が描かれていた．本人も言うように，ボーナスが出るわけでもな
く，コンビニのアルバイトと同じで時給制である．有給も実質的に存在しない．可処分所得
の中央値は 245 万円（2016 年）であるから，可処分所得が 122 万円以下の世帯が相対的貧
困ということになる．吉田君は月 12 万円としてボーナスも出ないので，年収は 12×12 で
144 万円，有給もないので，もしくはそれ以下ということになる． 
 吉田君が相対的貧困ぎりぎりの生活を送らなければならないことの原因は，第一に，非正
規雇用で働いているからなのは明らかであろう．しかし，非正規雇用労働者になったのは吉
田君が積極的に選択したことではない．企業が従業員を非正規雇用でできる限り雇おうと
するのは，非正規雇用従業員にはボーナス，有給，社会保険の使用者負担分などがかからな
いからである． 
 ところで，月の収入が「いろいろ引かれて 12～13 万円」ということだが，天引きされる
内容には寮費・光熱費のほか，所得税，社会保険料（国民健康保険料や国民年金）も含まれ
ている．非正規雇用労働者は会社の健康保険や年金に加入できないからである．その金額を
具体的に概算しよう．仮に時給 1200 円で働いているとすると，吉田君はフルタイムで働い
ているわけだから，1200 円×一日 8時間×20 日，月の実収入は 19 万 2000 円になる．寮費
と光熱費が合わせて 3 万円くらいとしても，16 万 2000 円．それが 12～13 万円になるのだ
から，3 万円～4 万円は税や社会保険料を払っていることになる．この税・社会保険料の支
出は，低賃金の非正規雇用労働者にはかなりの負担となっているのではないだろうか． 
 非正規雇用労働者が貧困に陥るのは，低賃金で，ボーナスや有休がないことに加えて，会
社の福利厚生が受けられないため，国民健康保険や国民年金に加入せざるを得ず，その保険
料（社会保険料）が給料から天引きされる，ということも原因としてあるだろう．非正規雇
用労働者を使うことで企業の利益を上げようとする経済重視の社会で，社会保障制度は，非
正規雇用労働者のような低所得者から，彼らにとって負担の大きい社会保険料を強制徴収
するという，低所得者に厳しいものになっているのである． 
 事例 2 の河野君の例では，アルバイトを転々とする生活で，仕事が翌日あるかもわからな
い，当日になって仕事先が決まる，何週間もバイトが見つからずに収入がゼロの状態が続く，
という不安定な雇用条件で働く若者の姿を描いていた．気づくと借金が 130 万円にもなっ
ていたという完全な貧困状態である．河野君が貧困に陥った原因は，非正規雇用であること
ももちろんであるが，フルタイムの非正規雇用労働者よりももっと厳しい「明日の仕事があ
るかわからない」という働き方にある．これも，彼が積極的に選択したことではないが，そ
ういったフリーターの生活をする人には「個人の自助努力が必要だ」「自己責任だ」という
評価がつきまとう．これは 1970 年代に提唱された「日本型福祉社会」のなかで謳われてい
たことだ．彼も，非正規雇用を増やそうとする企業社会や，個人の自助努力を求める日本型
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福祉国家の中で貧困に陥っている． 
 事例 3 の伊藤君の例は，非正規雇用のための貧困ではなく失業のための貧困である．伊藤
君は事故でけがをしたために仕事を辞めざるをえなくなった．不慮の事故や病気でも労災
認定が出ず，退職金も支払われないのなら，仕事を休んでいる間の生活費はどうすればよい
のか．ここにも，生活扶助は企業福祉からこぼれ落ちる者を救いあげる補助的な機能しかな
く，高齢者は比較的優遇されるが，働ける年代の人にはそれを受けるのも難しいという日本
型福祉国家の特徴があらわれている．また，伊藤君には青森県で暮らす両親と兄がいるが，
家族はそれぞれ貧しい暮らしをしており，頼れる状況にはなく，そのため，実家にも帰れな
いということであった．日本型福祉国家の特徴として，家族が互いに助け合うべきという相
互扶助の精神が前提にあるという点が挙げられるが，頼れる家族がいない場合は，家族の相
互扶助を前提とした福祉のあり方は厳しいものになってしまい，生活扶助を受けられない
まま貧困に陥ってしまうのである． 
 第 1章，本章で紹介した貧困の事例は，非正規雇用労働者であるばかりでなく，すべて単
身世帯の事例である．非正規雇用で単身世帯の人々が貧困に陥りやすいのは，もともと非正
規雇用労働者の賃金は，扶養されている家族が，家計補助のために働く場合を前提にしてい
るものであり，単身者が単独で生計を立てられるような金額ではないためだ．夫婦である，
複数人の世帯で扶養されているなどの場合は，配偶者控除や，第 3号被保険者として税・社
会保険料を払わなくてもよいなどの優遇措置がある．しかし，単身世帯の場合はそういった
優遇措置はなく，税・社会保険料の支払い義務がそのまま発生する．税・社会保険料は収入
の 4割にのぼり，非正規雇用・単身世帯の人々の生活を圧迫している．まさに日本型福祉国
家の「逆機能」（大沢 2014）となっている状況である． 
 以上をまとめると，非正規雇用労働者・単身世帯の人びとが貧困に陥ってしまう原因は，
大きく 3つに分けられる．1つは，非正規雇用の仕事は低賃金で不安定であること，つまり
まず収入自体が少ないために貧困に陥るということである．2つ目は，非正規雇用労働者で
あると，国民健康保険，国民年金など，比較的税率の高い社会保険に強制加入となるため， 
その社会保険料の負担をもともと低い収入の中から，給料天引きなどの方法で徴収されて
しまう．するとさらに生活は厳しくなる．3つ目は，頼れる家族がいない，または両親や親
族も低所得であるような単身世帯の人びとは，家族間の相互扶助を前提としている日本型
福祉社会のセーフティネットから排除されてしまうという場合が考えられる．なぜなら，就
業年齢の単身世帯の人びとは，セーフティネットである生活保護などの生活扶助を受けら
れない，または受けることが極めて難しいからだ．そういった貧困リスクにより，非正規雇
用労働者・単身世帯の人びとが貧困に陥ってしまうケースが極めて多いのである． 
 
5-3 日本型福祉国家の性質と，新しいタイプの貧困リスクとの関連 
 
 本章 1 節で，福祉国家類型論，発展経緯，国際比較データという 3つの視点から日本型福
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祉国家の性質を整理した．その結果，日本型福祉国家の性質は，「自助努力を前提」「家族主
義」「男性稼ぎ主型」「企業福祉依存」「経済成長重視」「高齢者偏向」「手薄な家族政策」「非
常に弱い再分配機能」であるということが示された． 
 2 節では，非正規雇用労働者や，若年単身世帯，もしくはその両方の状態にある人びとの，
貧困に陥ってしまう原因を分析した．その結果，非正規雇用労働者・単身世帯の人びとが貧
困に陥ってしまうのは，非正規雇用の仕事は低賃金で不安定であり，収入自体が少ないため
に貧困に陥るということ，また，国民健康保険，国民年金などの社会保険料の負担のために
さらに生活が厳しくなること，頼れる家族がいない，または両親や親族も低所得であるよう
な場合にも生活扶助が受けられないため，つまり生活保護などのセーフティネットから排
除されるため，という 3つの原因が示された． 
先行研究でも述べられている通り，非正規雇用というのは，産業構造の変化とグローバル
化の影響で雇用調整のために促進された雇用形態であり，低賃金で不安定な新しいタイプ
の貧困リスクである（毛利 2013，新田 2009，脇田 2014）．社会保険料の負担が大きくなっ
たのは人口構造の変化によるところが大きいし，単身によるセーフティネットからの排除
も家族形態の変化によって広がったものである．したがってこの 3つの貧困リスクは，社会
状況の変化にともなう新しいタイプの貧困リスクである． 
 以上のことを整理・関連づけしていくために，日本型福祉国家の性質および新しい貧困リ
スクを次のように整理し，番号・記号をつける． 
 
 〈日本型福祉国家の性質〉 
①自助努力を前提 ②家族主義 ③男性稼ぎ主型 ④企業福祉依存 ⑤経済成長重視 
⑥高齢者偏向 ⑦手薄な家族政策 ⑧非常に弱い再分配機能 
  
〈新しい貧困リスク〉 
Ａ非正規雇用労働による低収入 Ｂ社会保険料の負担 Ｃセーフティネットからの排除 
  
 次に，上記の日本型福祉国家の性質①～⑧と，新しい貧困リスクＡ～Ｃがどのように関連
づくのか，該当の記号・番号を挙げ，内容の説明をしていく． 
 
関連 【②③―Ａ】 
説明 家族主義，男性稼ぎ主型という日本型福祉国家の特徴が，非正規雇用労働者や単身
世帯の人びとの低収入につながっている．これは，非正規雇用労働者の賃金は，男
性稼ぎ主型における標準家族の被扶養家族が，家計補助の目的で短時間働くこと
を前提に設定されているからである．そのため単身世帯で非正規雇用の仕事をし
て生活を成り立たせることのできる収入を得ることは非常に困難である．家族の
扶養能力を前提にした日本型福祉国家のあり方が，単身世帯の非正規雇用労働者
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の生活を厳しいものにしている． 
  
関連 【⑤―Ａ】 
説明 経済成長重視という日本型福祉国家の特徴が，特に非正規雇用労働者の人びとの
低収入につながる．2000 年代に入ってから，企業は人員コスト削減のために非正
規雇用労働者を積極的に使うようになってきた．非正規雇用労働者を使うメリッ
トは，賃金が安く抑えられるだけでなく，本来ならば労働者と使用者側が折半する
社会保険，企業年金，厚生年金に加入させなくてよいことであり，それらの費用が
かからなくて済むため，人員コストを大幅に削減することができるのである．これ
は労働者側から見れば，低賃金の上，社会保険や会社の年金に加入することができ
ないため，国民健康保険や国民年金に加入せざるを得ないというデメリットにな
る．国民健康保険や国民年金の税率は逆累進的になっており，低所得者への負担が
大きい．そのため非正規雇用労働者は容易に貧困に陥ることになる． 
 
関連 【⑦―Ａ】 
説明 手薄な家族政策，つまり教育や育児に公的な費用を使うことが少ないという日本
型福祉国家の性質によって，低収入の人びとが生まれている．教育に公的な費用を
使わないということは，高等教育にかかる費用を自分で負担しなければならない
ということである．そうすると低所得の人びとは高等教育を受けることをあきら
め，低学歴のために非正規雇用や不安定な仕事にしか就けないという悪循環（貧困
の世代間連鎖）が起こる． 
 
関連 【⑧―Ｂ】 
説明 非常に弱い再分配機能のために，社会保険料の負担が大きくなる．上にも述べたよ
うに，非正規雇用労働者が強制加入させられる国民健康保険や国民年金の税率は
逆累進的になっており，低所得者への負担が大きい．本来再分配機能というのは高
所得者から低所得者への所得移転を行い，貧困率を下げ経済格差を縮小するとい
う目的がある．しかし本稿の 1章 4節でも紹介した通り，日本の所得再分配の機能
は非常に弱く，全体で見れば相対的貧困率を下げてはいるものの，就業者に限って
いえば，所得再分配によって逆に相対的貧困率が上がってしまっているのである．
特に，低所得で強制的に国民健康保険や国民年金に加入させられる非正規雇用労
働者は，再分配によって逆に貧困に陥る場合がある． 
 
関連 【⑥―Ｂ】 
説明 高齢者偏向という日本型福祉国家の性質が，就業世代の貧困を生んでいる．全体で
見ると再分配によって貧困率が下がっているが，就業者に限ると貧困率が上がる
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というのは，再分配によって恩恵を受けるのが主に高齢者であるということだ．高
齢者は社会保険料の拠出をすることなく，年金という社会給付を受け取っている．
それに対し，就業世代では，低所得であっても社会給付をほとんど受けとることが
なく，逆累進性の高い社会保険料を負担している．そのため，高齢者偏向の再分配
政策が，就業世帯の貧困を生んでいることになる． 
 
関連 【①②―Ｃ】 
説明 自助努力を前提とした家族主義という日本型福祉国家の性質が，主に若年単身者
のセーフティネットからの排除を生んでいる．本来，病気やけがで働けなくなった
り，失業して生活が立ち行かなくなった場合は，生活保護というセーフティネット
を利用することができる．しかし，それが若年者の場合は，「まだ働けるところが
あるだろう」「頼れる家族はいないの？」などと，福祉の窓口で自助努力，家族の
支援を求められて，なかなか申請，受給までたどり着けないことが多い．自助努力，
家族の支援を強いる日本の福祉国家の性質が，本来利用できるセーフティネット
からの排除を生んでいるといえる． 
 
関連 【④―ＢＣ】 
説明 企業福祉依存という日本型福祉国家の性質が，非正規雇用労働者や単身世帯の人
びとの社会保険料の負担やセーフティネットからの排除を生んでいる．非正規雇
用の増加する以前の日本では，企業が健康保険，年金といった社会保障を担い，退
職金や失業補償も手厚く，国家としての福祉もそれに依存していた．そして，それ
に代わる社会保障や生活扶助の制度はなかなか発達してこなかった．企業福祉を
利用できる人が限られた現在では，企業福祉に代わるセーフティネットを利用し
たくても，それは入口の狭いものになってしまっている．また，企業の健康保険や
年金に加入できない非正規労働者が増加し，彼らは強制加入の国民健康保険や国
民年金の拠出の負担のために貧困に陥ることさえある． 
 
 
図 5-1 日本型福祉国家の性質と新しい貧困リスクの関係 
自助努力を前提
家族主義
男性稼ぎ主型
企業福祉依存
経済成⾧重視
高齢者偏向
手薄な家族政策
非常に弱い再分配機能
非正規雇用労働に
よる低収入
社会保険料の負担
セーフティネット
からの排除
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以上のように，日本型福祉国家の性質の要素と，新しい貧困リスクの要素が関連する事柄
の組み合わせが 7パターン見られた．そのため，日本型福祉国家の性質と貧困リスクは様々
な側面から関連づくと考えられる． 
一般に，貧困は日本型福祉国家の生活保障システムから排除される（大沢 2015）ことに
よって起こると考えられている．しかし，日本における新しいタイプの貧困について言えば，
特にＢの社会保険料の負担という貧困リスクを考えると，日本型福祉国家のシステムから
排除されるというよりは，日本型福祉国家の機能が逆に働くことによって，貧困が生み出さ
れる場合があるといえる．では，具体的にどのような場合に，どのような状況のもとで新し
い貧困は生じるのか．次章ではそれを検証する． 
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第 6 章 研究内容② 日本型福祉国家の機能が逆に働いて貧困が生じる場合の状
況を示す 
 
6-1 貧困率の分析 
 
 前章では，日本型福祉国家の性質と，日本における新しいタイプの貧困との間に関連があ
ることについて論じた．その中で日本型福祉国家の性質に関連する，新しいタイプの貧困リ
スクは 3つあった．すなわち，Ａ非正規雇用労働による低収入，Ｂ社会保険料の負担，Ｃセ
ーフティネットからの排除である．では，日本型福祉国家の機能が逆に働くことによって，
実際にそれらのリスクとなる事柄が起こり，貧困に陥る場合がどのくらいあるのだろうか． 
 ここでは，それらの原因の中でも特にＢの社会保険料の負担について論じたい．駒村らは，
社会移転が相対的貧困率に与える影響を分析し，社会保険料の負担が就業者の相対的貧困
率を上昇させるという事実を明らかにした． 
 まず，駒村らの分析を整理する．彼らの分析ではまず相対的貧困線を設定しているが，こ
の相対的貧困線は，その他の多くの研究で扱われるものと同じ，等価可処分所得の中央値の
50％に設定されている．そして本分析においては 3種類の所得が扱われる．すなわち，①社
会保障給付前，直接税・社会保険料控除前の所得である「当初所得」（市場所得とも呼ばれ
る），当初所得に社会保障給付を加えた「総所得」，総所得から直接税・社会保険料を控除し
た「可処分所得」である． 
 駒村らは，JHPS（日本家計パネル調査）データを用いて，これらの「当初所得」「総所得」
「可処分所得」のそれぞれにおける相対的貧困率が社会移転（社会保障給付と税・社会保険
料控除）によってどう変動するかを分析した．全体で見ると社会移転によって相対的貧困率
は大きく削減されているが，それを高齢者と就業者に分けて見た場合，就業者では当初所得
に社会保障給付を加えた総所得での貧困率は 2％程度しか低下しない．そして，直接税・社
会保険料控除後では，総所得での貧困率から可処分所得への貧困率へ，3％程度の上昇が見
られたのである．つまり，当初所得から可処分所得へ，社会移転によって 1％程度，就業者
においては相対的貧困率が上昇したことになる．また，直接税による貧困率の上昇と，社会
保険料による貧困率の上昇の両方を分析しているが，直接税による貧困率の上昇は有意に
は見られなかったので，貧困率の上昇は主に社会保険料の負担によるものであることが判
明した（駒村ら 2010）． 
 就業者における，社会移転によって上昇する相対的貧困率が 1％であるとしても，総務省
統計局の労働力調査（2017）によると，日本における就業者の人数はおよそ 6600 万人であ
るので，その中で社会保険料の負担によって相対的貧困でない状態から相対的貧困に陥っ
ている人は 6600 万人の 1％，つまりおよそ 66 万人にものぼることになる．駒村らのレポー
トには小数点以下の結果を出していないので，次のような手順で，より正確な相対的貧困に
陥る人の人数を求めたい． 
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 厚生労働省の平成 28年国民生活基礎調査によると，等価可処分所得の中央値は 245 万円
なので，相対的貧困線は 122 万円である．社会保険料の負担によって，かなりの人数の人の
可処分所得がこの相対的貧困線以下へ落ちてしまうと思われるが，では実際，どのくらいの
当初所得の人までが，社会保険料の負担によって相対的貧困に陥ってしまうのだろうか． 
 社会保険料とは主に健康保険と年金である．低所得の人は正規職に就いていない人がほ
とんどだと思われるので，低所得の人のほとんどが国民健康保険と国民年金に加入し，保険
料を納めていると考えられる．国民健康保険料，国民年金保険料の計算方法が示されている
Web サイト，トムスネットの「国民健康保険」の情報をもとに，実際に国民健康保険料と国
民年金保険料の負担によって相対的貧困線以下になる当初所得の上限を求めてみたい． 
 まず，国民健康保険料であるが，これは市町村ごとに税率が異なる．仮に，平成 29 年度
の東京都世田谷区の計算方法だと，年間の国民健康保険料は次のようになる．まず所得金額
から基礎控除 33 万円を差し引く．これが基準額となる．基準額に所得割額（基礎分 7.47％，
支援金分 1.96％，介護分 1.52％）の合計 10.95％をかける．それに均等割額（基礎分 38,400
円，支援金分 11,100 円，介護分 15,600）の合計 65,100 円を足す．これが健康保険料の年
額となる（トムスネット 2017）． 
 次に国民年金であるが，これは一律月額 16,490 円である（トムスネット 2017）．つまり，
年額 16,490×12＝197,880 円である． 
 では，社会保険料によって実際に相対的貧困に陥る人の当初所得の上限を計算しよう．所
得が X 円の人が，国民健康保険料と国民年金保険料を引かれて，相対的貧困線の 122 万円
になる場合の Xを求める． 
 
  X－{（X－330000）×0.1095＋65100＋197880}＝1220000 
 
 この式を X について解くと，X＝1,624,755 となる．つまり上限は約 162 万円であり，収
入が 122 万円から 162 万円までの人は，社会保険料の負担によって相対的貧困に陥ってい
るということになる． 
 では，この，収入が 122 万円から 162 万円までの就業者は何人（何世帯）ぐらいいるのだ
ろうか．総務省統計局の平成 26 年全国消費実態調査によると，単身者の 10 分の 1 が年収
122 万円から 162 万円の間にいる．また，厚生労働省の国民健康保険実態調査によると，収
入が 120 万円以上～160 万円未満の世帯数は約 185 万世帯，人数は約 326 万人である．社会
保険料は世帯ごとにかかってくるため，また，就業者は全人口（1 億 2800 万人）のうちの
6600 万人，つまりおよそ人口の 50％であることから，185 万世帯の半分，約 92 万世帯が，
社会保険料の負担によって相対的貧困に陥っていることになる．また，326 万人の半分，163
万人の人が，相対的貧困に陥っていることになる． 
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図 5-2 社会保険料の負担によって相対的貧困に陥る人の数 
 
 以上の結果により，健康保険，年金などの社会保険料の負担による貧困の存在が明らかに
なった．また，その程度はおよそ 160 万人の人が，社会保険料の負担によって相対的貧困で
ない状態から相対的貧困に陥っていることが明らかとなった． 
 
6-2 貧困の事例分析 
 
 前節では，日本型福祉国家が，新しいタイプの貧困を生み出す場合があることとその程度
を示した．では，具体的にどのような状況のもとで，貧困でない状態から，日本型福祉国家
の機能を受けて貧困に陥る，という事態が起こり得るのであろうか．まず，一つの事例をシ
ミュレーションしてみたい．すなわち，非正規雇用の労働者で，当初所得と，その内社会保
険料の負担と，それを控除した後の可処分所得がどのくらいになるのか，というシミュレー
ションである． 
 先行研究で取り上げた例の中で，キャノンの工場で非正規で働く若者は，時給 1050 円で
フルタイムで働いていた．フルタイムということは，残業がなかった場合で 1日の労働時間
は 8時間，土日休みで休日出勤がなかった場合で月およそ 20日の出勤である．そうすると， 
 
月の当初所得 1,050×8×20＝168,000（円），年間 168,000×12＝2,016,000（円） 
 
となる． 
 このうち社会保険料としていくらの負担が必要になるだろうか．つまり，国民健康保険料
と国民年金保険料の月々の拠出はいくらになるだろうか．ここで国民健康保険と国民年金
に限定するのは，非正規雇用労働者はほとんどの場合，会社の社会保険には加入できず，国
民健康保険と国民年金に強制加入となるからである． 
162万円
122万円 社会保険料の負担によって
（相対的貧困線） 相対的貧困線以下になる
0
約160万人
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まず国民健康保険料から見る．国民健康保険料の計算方法は，各市町村で異なるが，ここ
では前節の貧困率の分析で使用した，平成 29 年度の東京都世田谷区の計算方法を用いる．
その計算方法を再度確認すると，まず，年間の所得金額から基礎控除 33 万円を差し引く．
これが基準額となる．基準額に所得割額（基礎分 7.47％，支援金分 1.96％，介護分 1.52％）
の合計 10.95％をかける．それに均等割額（基礎分 38,400 円，支援金分 11,100 円，介護分
15,600）の合計 65,100 円を足す．これが健康保険料の年額となる．それを 12 で割ったもの
が，月々の国民年金保険料の金額となる．そうすると，キャノンで働く若者の月々の国民健
康保険料は， 
 
｛（2,016,000－330,000）×0.1095＋65,100｝÷12＝20,810（円） 
 
となる． 
 ついで国民年金保険料をみる．国民年金保険料の金額は一律で，月額 16,490 円である．
よって両者を合わせると，月々の社会保険料負担は， 
 
 20,810＋16,490＝37,300（円） 
 
となる．したがって，この若者の可処分所得は 
 
 168,000－37,300＝130,700（円） 
 
となる．約 13 万円といったところであるが，月 13万円の可処分所得というのは，相対的貧
困線の 122 万円（毎月約 10 万円）を上回ってはいるが，健康で文化的な最低限度の生活を
送れるのかも疑わしいほどの低所得である．最低限の生活費については，2000 年代以降，
日本でもいくつかの最低生活費研究 2) が行われてきた．岩田・岩永が行った，イギリスの
ミニマム・インカム・スタンダード（MIS 法）3) を用いた日本の最低生活費試算によると，
MIS 法による単身者の一か月あたりの最低生活費は，男性が 19万 3810 円，女性が 18万 3235
円であった（岩田・岩永 2012）．月 13 万の可処分所得は，この試算による最低生活費を大
きく下回る． 
したがって，非正規雇用の労働者で単身世帯の人びとは，相対所得貧困基準という指標の
上では貧困ではないかもしれないが，社会のメンバーとして生きるために最低限必要な収
入が得られていないという意味で，相対的貧困状態にある，その貧困状態は，日本型福祉国
家の機能の一つである「社会保険料」によって生じているといえる． 
 もう一つ，低所得の人びとの生活を困難にしていることは，国民健康保険と国民年金は強
制加入の社会保険である，ということである．そして，国民皆保険の名のもとに，「保険料
が払えない」「保険料を払ってしまうと，食べるものも買えない」といって保険料を払わな
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いということが許されない．特に国民健康保険料の滞納をすると，保険証を取り上げられ，
さらに滞納した分の国民健康保険料も差し押さえなどの強制措置をとり，結局は徴収され
てしまう．阿部彩が指摘するように，国民健康保険，国民年金といった社会保険料の滞納の
データをみると，想像を超える社会保険料の滞納・未納の実態が見える．30 万世帯以上の
世帯が健康保険証を取り上げられた状態にあること，そしてその多くが（生活保護受給世帯
ではなく）就労世帯であることがわかる（阿部 2011）． 
 つまり，フルタイムで働き続けても生活は苦しく，ひとたび病気や怪我などで仕事を休む
と収入が減り，あっというまに社会保険料が払えなくなってしまう．その状態で健康保険証
を取り上げられてしまうと病気や怪我の治療もできず，「働くこともできず，しかも社会保
険料は払わなければならない」という状況に陥ってしまう．こういった事例から，日本型福
祉国家の社会保険という制度によって貧困が起こる状況が確認できる． 
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第 7 章 結論 
 
7-1 得られた結果の概要 
 
これまでの研究により示されたことを結果の概要として以下に述べる． 
 
・国際比較データによる再分析によって示された日本型福祉国家の性質 
 エスピン＝アンデルセンの福祉国家三類型（自由主義型，保守主義型，社会民主主義型）
と福祉レジーム論（Esping=Andersen 1990＝2001），その周辺研究の発展の中で浮かび上が
る日本型福祉国家の特殊性と，日本型福祉国家の歴史的な発展の経緯から示される日本型
福祉国家の特徴を再確認した上で，福祉国家の規模や性質を表す数値を他の先進諸国と比
較した．OECD の国際比較データによる分析から，福祉国家の規模を表す社会保障関係支出
の対 GDP 比が，日本は他の先進諸国の中で低い部類に入ること，社会保障関係支出の内訳を
見ると，特に日本は，公的教育費支出の対 GDP 比での低さに関して群を抜いていること，社
会保障は高齢者が中心であり，家族政策は少ないことが分かった．また，相対的貧困率の分
析から，日本が所得移転による所得再分配効果が非常に小さいことが分かった．以上のこと
より，日本型福祉国家の性質として，経済発展重視，企業福祉・家族福祉依存という特徴の
ほか，比較的小さい福祉国家の規模であること，高齢者福祉に重きを置き，教育や家族政策
などの次世代育成のための政策に力を入れていない，再分配機能は非常に弱い（西村ほか
2014），という特徴が示された． 
 
・非正規雇用労働者や単身世帯の人びとの事例の分析による新しいタイプの貧困リスク 
 4 つの非正規雇用労働者・単身世帯の人びとの事例をもとに，新しいタイプの貧困リスク
はどのようなものかを分析した．その中で，現行の社会保障制度や税制度，すなわち日本型
福祉国家の機能が逆に働くことによって，貧困に陥っている事例に注目した．その結果，彼
らが貧困に陥る原因は，まず非正規雇用であるため収入（賃金）自体が少ないこと，税や社
会保険料の負担により可処分所得がさらに少なくなること，高齢者や障害者とは違い，生活
保護などの生活扶助はなかなか受けられない，家族による援助が受けられないなど，セーフ
ティネットから排除されることによるものであることが示された． 
 
・日本型福祉国家の性質と新しいタイプの貧困との関連を示す 
以上のことから，日本型福祉国家の性質と新しいタイプの貧困とを関連づけた．具体的に
は，日本型福祉国家の性質の要素を，①自助努力を前提 ②家族主義 ③男性稼ぎ主型 ④
企業福祉依存 ⑤経済成長重視 ⑥高齢者偏向 ⑦手薄な家族政策 ⑧非常に弱い再分配
機能というように整理し，一方，個人が貧困に陥る原因の要素を，Ａ非正規雇用による低収
入，Ｂ社会保険料の負担，Ｃセーフティネットからの排除，というように整理した．その上
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で，日本型福祉国家の性質と新しいタイプの貧困リスクと考えられる要素がどのように関
連づくか，それぞれの要素を提示し，それについての考察を行った．その結果，さまざまな
側面からそれらの要素が結びつくことが示された．以上の分析により，日本型福祉国家の性
質により新しいタイプの貧困が起こるという関連が示された． 
 
・相対的貧困率の分析――社会保険料の負担 
パネルデータを用いた駒村らの分析を整理し，就業者では社会保険料の負担により，当初
所得よりも可処分所得の相対的貧困率が 1％上昇することを示した．また，実際に社会保険
料の負担により（相対的貧困でない状態から）相対的貧困に陥っている人の人数を，就業者
の人数を総務省統計局の労働力調査のデータから求め，約 66万人の人びとが相対的貧困に
陥っているという結果を得た．また，厚生労働省の国民生活基礎調査から可処分所得の中央
値の 50％が 122 万円である，すなわち可処分所得が 122 万円以下の人が相対的貧困である
ことを確認した．その上で，現行の社会保険料すなわち国民健康保険と国民年金の税額の算
出方法から逆算することで，年収が 122 万円～162 万円の就業者が，社会保険料の負担によ
って相対的貧困に陥ることを概算した．またその収入帯の世帯数や人数を，厚生労働省の国
民健康保険実態調査のデータより求めた．その世帯数は約 92 万世帯，人数は約 160 万人で
あった．以上の結果により，健康保険，年金などの社会保険料が生み出す貧困の存在とその
程度が示された． 
 
・日本型福祉国家の機能が逆に働くことによって貧困に陥る場合の状況 
また，日本型福祉国家の機能が逆に働くことによって，貧困に陥る場合，具体的にどのよ
うな状況のもとでそれが起こるのかを示した．特に現行の社会保障制度や租税制度が，非正
規雇用労働者や単身世帯の人々の生活を困窮させている事例，例えば非正規雇用労働者が，
低賃金でやっと生活できているところに，国民健康保険料や国民年金保険料を強制的に徴
収され，生活が困難になってしまうという事例に注目した．具体的には，非正規雇用労働者
などの低所得者の，社会保険料控除後の所得を概算することにより，社会保険料控除後の所
得が，社会のメンバーとして生きるための最低生活費を下回るという状況が確認された．以
上の検証により，強制的加入の社会保険料の負担によって，生活が苦しくなるという実態が
示された． 
 
・研究の成果 
 以上本研究において，日本型福祉国家の性質を明確にすること，貧困が起こる原因を分析
すること，そしてその 2つの関連を考察することで，研究の目的①「日本型福祉国家の性質
と，新しいタイプの貧困との関連を示す」ことが達成された．また，貧困率の分析と，日本
型福祉国家の機能が逆に働くことによって起こる貧困の事例を分析することで，目的②「日
本型福祉国家の機能が逆の働きをすることによって貧困に陥る場合の状況を示        
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す」ことが達成された． 
 
7-2 本研究のまとめ 
 
 本研究において，日本型福祉国家の性質と近年における新しい貧困との関連を考察した． 
また，日本型福祉国家の機能が逆の働きをすることによって貧困に陥る場合の状況を考察 
した． 
 
・先行研究 
先行研究の調査では，まず，本研究で取り扱う格差・貧困という概念の整理を行った．格 
差と貧困という概念は区別する必要があること，貧困の議論をするにあたっては格差と平
等/不平等の理論的整理が必要であることを確認した．また相対的貧困と絶対的貧困という
2 つの捉え方の整理と本研究での利用の仕方を明確にした．そして，近年新しい貧困リスク
が生じ，貧困が深刻化していることを確認した． 
 福祉国家と福祉国家類型論では，比較福祉国家研究の意義，福祉国家の起源や定義につい
て確認した．エスピン＝アンデルセンの福祉国家三類型と福祉レジーム論の分析枠組みに
ついて理解し，課題と新たな類型論が発展し論じられてきた経緯をつかんだ．そして，福祉
国家類型論の発展につれてその特殊性が強調されてきた経緯から，日本型福祉国家の特徴
を明確にした．また日本型福祉国家の発展経緯から見える特徴についても表した．ついで非
正規雇用労働者と単身世帯の貧困について概観した上で，税・社会保障制度上の問題点をま
とめた．日本の福祉国家としての制度には，徹底した保険主義のために，それに代わる生活
扶助の手段が手薄であること，低所得の就業者にとって社会保険料の負担が重く，就業者の
中では社会保険による所得移転のために相対的貧困率が上昇する現象があること，といっ
た問題点が示された． 
  
・分析と結果 
 先行研究の問題点として，日本型福祉国家の性質と新しい貧困との関連が明確でないこ
と，日本型福祉国家の機能が逆に働くことで起こる貧困を検証できていないことを指摘し
た上で，解決のために分析を行った． 
 国際比較データによる日本型福祉国家の性質の再分析，非正規雇用労働者や若年単身世
帯の人びとの事例をもとにした貧困の生じる過程・原因の分析を行い，整理して両者がどう
関連づくのか説明を加えながら関連づけを行った． 
 また，貧困率の分析や，当初所得とその内の社会保険料の負担を概算することにより，日
本型福祉国家の機能が逆に働くのはどのような状況においてか，シミュレーションを行っ
た．その結果，社会保険の制度により貧困が起こる状況を確認した． 
 以上の分析により，日本型福祉国家の性質と新しい貧困との関連が明らかになり，どのよ
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うな状況で新しい貧困が起こるのかという想定も可能になった． 
 本研究の成果により，貧困が国家との関係の中でどのように生じるのかという問題が見
えやすくなったと考えられる．また，日本型福祉国家の機能の劣化や弱体化によるものでは
なく，その機能自体が，新しい貧困リスクに対応する上では逆の効果を生んでしまっている
こともはっきりした．本研究の成果は福祉国家研究と貧困研究の間をつなげる第一歩にな
ったと考えられる． 
 
7-3 今後の課題 
 
本研究においては，日本型福祉国家の機能が逆に働くことによって，新しいタイプの貧困
に陥る場合があることを，文献調査と，文献に取り上げられている事例分析によって明らか
にした．しかし，あくまで文献調査のみで研究を行ったため，ある具体的な日本型福祉国家
の機能により，実際に個人が貧困に陥る事例を調査することができなかった．このような研
究においては，文献調査よりも，実際に貧困状態にある人びとに自らの体験を語ってもらう，
今現在の置かれている状況を説明してもらい，その原因は何だと思うかについて考えを聞
くなど，実際の聞き取り調査をすることが望ましい．なぜなら，文献による調査結果は本研
究でアプローチしたい内容と焦点が異なって展開されている場合が多いからだ．例えば，貧
困に陥ってしまう原因を知りたいのに，事例の記述に仕事の苦労話が大半を占めるなどが
考えられる．また，社会状況は年々変化し続けるので，できる限り新しいデータを収集する
必要がある． 
今後の研究においては，実際に貧困状態にあると思われる人にインタビュー調査を行い，
個人が貧困に陥ってしまった原因が，具体的な日本型福祉国家の性質とどう結びつくのか
について追及していこうと考えている． 
また，「日本型福祉国家の機能」と「貧困」との関連は示されたが，日本型福祉国家の機
能といっても様々な制度がある．具体的に，日本型福祉国家のどの機能が，どのような作用
をすることによって個人が貧困に陥るかを解明しなければならない．つまり，何の制度が何
に対して，または誰に対して，どのような働きをすることによって貧困が生み出されてしま
うのか，それぞれの事柄を特定する必要がある．そこで，日本型福祉国家による制度の仕組
みを詳細に調査し，実際の運営の仕方や現状を調査した上で，個人が貧困に陥る事例との関
連を示して，具体的な日本型福祉国家の機能を特定したい． 
同時に，「格差」「貧困」「福祉国家」などについての理論的な理解をさらに深めるために，
古典的な格差論や貧困研究，福祉国家理論などの文献調査を進め，事例調査で得られた結果
を理論的に裏付けてより説得力のあるものにすることが必要である． 
以上のように，本研究では解明しきれなかった課題があるが，今後も日本型福祉国家と格
差・貧困についての研究を進め，長期的な研究目標として，格差・貧困を縮小するための対
策を提案していくことを考えている． 
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［注］ 
1）JHPS（日本家計パネル調査：Japan Household Panel Survey）は，7,000 人を対象に 2004
年から継続して実施されてきた「慶應義塾家計パネル調査」（KHPS）による調査実績を活か
し，2009 年より新たに全国 4,000 人の男女を対象としたパネル調査．JHPS では，経済状況
や就業状況のほかに，教育や健康・医療に焦点を当てて調査を実施している（慶應義塾大学
2018）． 
 
2）最近の最低生活費研究のうち，主なものは（1）金沢誠一と労働総合研究所による理論生
活費（マーケット・バスケット方式の改良版）による試算結果，（2）岩田正美・村上英吾に
よる実態家計方式による試算結果，（3）厚生労働科学研究費補助金プロジェクト「低所得者，
生活困窮者の実態把握及び支援策の在り方に対する調査研究」の一環として山田篤裕・四方
理人らによって行われた主観的生活費の手法，である（岩田・岩永 2012）． 
 
3）イギリスのミニマム・インカム・スタンダード（MIS 法）は，一般市民の参加者によって
実際に最低生活に必要とされると判断された財やサービスをひとつひとつ積み上げ，その
価格から生活費を算出する方法である．MIS 法は，最低生活費研究の分野でいえば，理論生
活費方式（マーケット・バスケット方式）の一種に括られる．理論生活費方式は，最低生活
費の算定の古典ともいうべきもので，長い間各国において研究され，政策基準として採用さ
れてきた（岩田・岩永 2012）． 
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